
府 政 防 第 ７ ６ ４ 号 
消 防 災 第 ８ ９ 号  
国 水 環 防 第 ５ 号  
国 水 砂 第 ９ ８ 号  
老 高 発 0 6 2 5 第 １ 号 
子 子 発 0 6 2 5 第 １ 号 
社援保発 0625 第１号 
障 障 発 0 6 2 5 第 １ 号  
令和３年６月２５日  

 
各都道府県消防防災主管部（局）長   殿 
各都道府県水防担当部（局）長    殿 
各都道府県砂防担当部（局）長    殿 
  都道府県 
各 指定都市 民生主管部（局）長  殿 
  中 核 市 

 
内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（避難生活担当） 
（ 公 印 省 略 ） 

 消 防 庁 国 民 保 護 ・ 防 災 部 防 災 課 長  
（ 公 印 省 略 ） 
国土交通省水管理・国土保全局河川環境課長  
（ 公 印 省 略 ）  
国土交通省水管理・国土保全局砂防部砂防計画課長 
（ 公 印 省 略 ） 
厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課 長  
（ 公 印 省 略 ）  
厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭 局 子 育 て 支 援 課 長 
（ 公 印 省 略 ） 
厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 保 護 課 長 
（ 公 印 省 略 ） 
厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長 
（ 公 印 省 略 ） 

 

社会福祉施設における避難の実効性確保に関する取組み等について 

 

令和２年７月豪雨災害において、高齢者福祉施設の利用者 14 名が亡くなるという痛まし

い被害が生じました。このような高齢者福祉施設等の被害の再発防止のため、要配慮者利用



施設における災害時の避難の実効性を確保することを目的として、令和３年５月 10 日に公

布された「特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（令和３年法律第 31 号）」

において、水防法（昭和 24 年法律第 193 号）及び土砂災害警戒区域等における土砂災害防

止対策の推進に関する法律（平成 12 年法律第 57 号。以下「土砂災害防止法」という。）の

一部を改正し、一定の要配慮者利用施設の所有者又は管理者（以下「施設管理者等」という。）

が作成した洪水時等における施設利用者の避難確保計画について、当該計画の報告を受けた

市町村長が当該施設管理者等に対して、必要な助言又は勧告することができる制度を創設し

たところです。 

また、これと同時に、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）についてもその一部を

改正し、市町村長に対して、避難行動要支援者の個別避難計画の作成を努力義務化すること

といたしました。 

つきましては、本件に関する留意点等を下記のとおり通知しますので、適切に対応してい

ただくようお願いいたします。また、各都道府県におかれては、速やかに関係事項を市町村

に周知の上、必要な支援を実施していただくようお願いいたします。 
なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項に規定する技

術的な助言であることを申し添えます。 
 

記 

１．社会福祉施設における避難の実効性確保に関する取組みについて 

（１）避難確保計画の令和３年度内作成について 

水防法又は土砂災害防止法に基づき、市町村地域防災計画に定められた要配慮者利用施設

については、避難確保計画の作成及び避難訓練の実施が義務づけられており、国土交通省の

水防災意識社会再構築ビジョン緊急行動では、令和３年度末までにすべての要配慮者利用施

設で避難確保計画を作成することを目標としている。 
この目標達成に向け、施設管理者等に働きかけるなど、必要な取組みを行うこと。 

 
（２）水防法等の改正に伴う助言・勧告に資するチェックリストについて 

令和３年５月に水防法及び土砂災害防止法の一部が改正され、災害対策基本法第 42 条第

１項に規定する市町村地域防災計画にその名称等を定められた要配慮者利用施設について

は、施設管理者等が作成した洪水時等における施設利用者の避難確保計画について、当該計

画の報告を受けた市町村長が当該施設管理者等に対して、必要な助言又は勧告をすることが

できる制度が創設された。 
別紙１の「社会福祉施設の避難確保計画（非常災害対策計画を含む）チェックリスト」及

び、別紙２の「社会福祉施設の避難確保計画に関する地方公共団体の各部局の連携体制の構

築」を活用して、各避難確保計画の内容を確認し、当該計画の報告を行った施設管理者等に

対して適切に助言・勧告を行うこと。 
なお、施設管理者等が新たに避難確保計画を作成又は変更する場合には、当該作成又は変

更後の計画と併せて別紙１の提出を求めること、既に避難確保計画を作成し、市町村長に報



告している施設管理者等については、当該計画に基づく避難訓練の結果報告の際に、別紙１

の提出を求めることなどにより、実効性のある避難確保計画が作成されるよう取り組むこと。 
 
（３）水防法等の改正に伴う避難訓練結果の報告について 

 令和３年５月に水防法及び土砂災害防止法が改正され、避難訓練を実施した場合には、施

設管理者から市町村長に対して、訓練結果を報告することが義務化された。 
ついては、施設管理者等に対し、避難訓練を原則として年一回以上実施させ、訓練実施後

は概ね１ヶ月を目安に、別紙３の「訓練実施結果報告書（様式例）」を参考に、訓練結果を

報告させること（訓練内容を分けて複数日で実施する場合は最後にまとめて報告することが

できる）。 
 
（４）災害対策基本法改正に伴う手引きの読替え等について 

令和３年５月に災害対策基本法が改正され、避難勧告と避難指示が避難指示へ一本化され

た。 
ついては、「避難確保計画作成の手引き（国土交通省：令和２年６月改定）」等のガイドブ

ックは、令和２年７月豪雨災害を踏まえて厚生労働省と国土交通省は共同で有識者検討会※

１を設置し、内閣府や消防庁の参加の下で、高齢者福祉施設の避難の実効性確保の方策を検

討し、令和３年３月にとりまとめられた検討成果※２を踏まえて、内容の充実を検討している

ところであり、改定されるまでは、「警戒レベル３避難準備・高齢者等避難開始」は、「警戒

レベル３高齢者等避難」に読み替え、「警戒レベル４避難勧告、避難指示（緊急）」は、「警

戒レベル４避難指示」に読み替え、「警戒レベル５災害発生情報」は、「警戒レベル５緊急安

全確保」に読み替えることとするので、この旨、施設管理者等に周知すること。 
避難情報は命に関わる重要な情報であるため、別紙４の新たな避難情報に関する周知チラ

シを印刷し、要配慮者利用施設等において避難行動要支援者の目に触れる場所に掲示するよ

う、施設管理者等に働きかけるなど、必要な取組を行うこと。 
 
（５）避難の実効性を確保するための留意点について  
このほか、令和３年３月の検討成果※２を踏まえ、別紙５のとおり「社会福祉施設※３にお

ける避難の実効性を確保するための留意点」を整理したので、施設管理者等に周知するとと

もに、同留意点を参考に避難体制等の充実に取り組むこと。 
 
２．施設入所から在宅サービスに移行する者等の取扱いについて 

令和３年５月に災害対策基本法が改正され、自ら避難することが困難な高齢者や障害者等

の避難行動要支援者については、新たに個別避難計画の作成が市町村の努力義務とされた。 

このことを踏まえて、個別避難計画の作成手順などを明示した具体的な取組指針である

「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」（平成 25 年８月）を改定※４してい

る。 
自ら避難することが困難な高齢者や障害者等について、要配慮者利用施設に入所している



際は、避難確保計画によって避難方法が定められているが、施設入所から在宅サービスに移

行するなど生活拠点を変更した場合、避難確保計画の対象から外れることになる。このため、

速やかに避難行動要支援者名簿を更新し、個別避難計画の策定に努め、切れ目なく避難支援

等を実施することが重要である。 
避難行動要支援者名簿や個別避難計画の担当部局は、庁内において防災、土木、福祉や保

健の担当部局の、庁外において、社会福祉施設や施設団体の協力を得て、以下の例を参考に

高齢者や障害者等の情報を確実に把握するための仕組みの構築に努めること。また、当該情

報を把握した避難行動要支援者名簿担当部局は、当該高齢者や障害者等が市町村の避難行動

要支援者と判断される場合には、速やかに避難行動要支援者名簿を更新すること。そのうえ

で、この更新により名簿に記載等された避難行動要支援者について、各市町村の優先度の考

え方を踏まえ、個別避難計画の作成に努めること。なお、個別避難計画作成等については、

支援策等を別紙６に示しているので、これを活用して作成に取り組むこと。  
＜把握のための取組例＞ 
〇 市町村の福祉部局が、要介護者に係る居宅サービス計画作成依頼の届出などの居宅サ

ービス計画に係る手続き、障害者に係るサービス等利用計画に係る審査や請求などの手

続きを契機に、社会福祉施設から在宅に移る高齢者や障害者等を把握した場合、避難行

動要支援者名簿担当部局に連絡する。 
〇 社会福祉施設は、自治体から求めがあった場合、在宅に移る高齢者や障害者等がいる

ときは、市町村の避難行動要支援者名簿担当部局に連絡する。 
 
※１ 令和２年７月豪雨災害を踏まえた高齢者福祉施設の避難確保に関する検討会 

厚生労働省 HP https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-rouken_520284_00015.html 
国土交通省 HP https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/koreisha_hinan/index.html 

 
※２ 「令和２年７月豪雨災害を踏まえた高齢者福祉施設の避難確保に関する検討会」のと

りまとめ成果の公表 
厚生労働省ＨＰ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_17780.html 
国土交通省ＨＰ https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo04_hh_000155.html 

 
※３ 地域防災計画に位置づけられる要配慮者利用施設のうち、社会福祉施設（これに類

する施設を含む）を対象とする。 

具体的には、老人福祉施設、有料老人ホーム、認知症対応型老人共同生活援助事業の 

用に供する施設、身体障害者社会参加支援施設、障害者支援施設、地域活動支援センタ 

ー、福祉ホーム、障害福祉サービス事業の用に供する施設、保護施設、児童福祉施設、 

障害児通所支援事業の用に供する施設、児童自立生活援助事業の用に供する施設、放課 

後児童健全育成事業の用に供する施設、子育て短期支援事業の用に供する施設、一時預 

かり事業の用に供する施設、児童相談所、母子・父子福祉施設、母子健康包括支援セン 

ター、これらに類する施設とする。 



※４ 「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」の改定（令和 3年 5月） 

 内閣府ＨＰ http://www.bousai.go.jp/taisaku/hisaisyagyousei/youengosya/r3/index.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

連絡先 

 内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（避難生活担当） 

避難行動要支援者担当 藤田、近藤、松崎 

電話 03-5253-2111（内線 51354） 

消防庁国民保護・防災部防災課 

  防災調整係 青木、朝香 

   電話 03-5253-7525（直通） 

国土交通省水管理・国土保全局河川環境課 

水防企画室津波水防係長 太田 

電話 03-5253-8111（内線 35457） 

国土交通省水管理・国土保全局砂防部砂防計画課 

地震・火山砂防室地震対策係長 今野 

電話 03-5253-8111（内線 36154） 

厚生労働省老健局高齢者支援課 

施設係 渡辺、新井、望月  

電話 03-5253-1111（内線 3927） 

厚生労働省子ども家庭局子育て支援課施設調整等業務室 

  調整係 下間、井上 

電話 03-5253-1111（内線 4960） 

厚生労働省 社会・援護局 保護課 

  自立支援係 内野、飯田、白木澤 

   電話 03-5253-1111（内線 2833） 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

  福祉財政係 当新、石塚 

   電話 03-5253-1111(内線 3035) 
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（別紙１） 

社会福祉施設の避難確保計画（非常災害対策計画を含む） 

チェックリスト 

 
 
 
 
 

施設名  

市町村名  

 

施設が有する災害リスク等の確認 
施設 

チェック欄 

市町村 

チェック欄 

災害リスクの

確認 

洪水浸水想定区域内に位置するか □ 位置する 

□ 位置していない 

□ 位置する 

□ 位置していない 

土砂災害警戒区域や土砂災害特別警戒

区域内に位置するか 

□ 位置する 

□ 位置していない 

□ 位置する 

□ 位置していない 

市町村地域防災計画に当該施設が定められているか □ 定められている 

□ 定められていない 

□ 定めている 

□ 定めていない 

 
 

計画

項目 
チェック項目 

施設 

チェック欄 

市町村 

チェック欄 

(ア)防災体制、情報収集及び伝達 

（水防法施行規則 16 条一）洪水時の防災体制に関する事項、（土砂災害防止法施行規

則 5条の 2一）土砂災害が発生するおそれがある場合における防災体制に関する事項 

  

 1. 気象情報や河川情報、土砂災害に関する情報、避難情報の

収集・伝達方法等を適切に定めているか 

□ 対応済 

□ 要改善 

 

□ 適切 

□ 要改善 

 【着眼点】 

□ 雨量情報や洪水予報、河川水位情報、土砂災害警戒情報等の防

災気象情報、市町村からの避難情報、その他避難に必要な情報を

収集するタイミング、収集する者、収集する情報の種類、収集する方

法を定めているか 

□ 収集した情報の伝達先、伝達方法を定めているか 

□ 避難に関して市町村と連絡を取り合う場合の連絡先や連絡するタイ

ミング（避難開始時や避難完了時等）を定めているか 

□ 他の社会福祉施設等を避難先に選定している場合には、その連絡

先や連絡するタイミングを定めているか 

 

施設 
チェック担当者名 

市町村 
チェック担当者名 

 
 



 

2 
 

2. 避難を開始するタイミングを適切に定めているか 
□ 対応済 

□ 要改善 

□ 適切 

□ 要改善 

【着眼点】 

□ 「警戒レベル３高齢者等避難」が発令された場合に避難を開始する

ことにしているか（避難完了までの時間を確保した上で、利用者の身

体的な負担等を考慮し、利用者の身体状態に応じて避難開始のタ

イミングを分ける場合はある） 

□ 「警戒レベル３高齢者等避難」の発令を受けてから避難を開始しても

間に合わないなど、利用者全員が避難を完了するまでに多くの時間

を要する施設については、それよりも早いタイミングで避難を開始す

ることにしているか 

□ 「警戒レベル３高齢者等避難」の発令の目安となる氾濫警戒情報及

び大雨警報（土砂災害）も避難開始の判断指標にしているか 

□ 利用者全員が避難するのに要する時間を計画に記載しているか 

 

3. 利用者の避難支援のための体制確立は適切であるか 
□ 対応済 

□ 要改善 

□ 適切 

□ 要改善 

【着眼点】 

□ 避難行動について指揮する者を定めているか 

□ 大雨や暴風により交通途絶が生じることで職員の参集が困難になる

ことも想定し、特に夜間や休日に災害が切迫する可能性がある場合

には、明るいうちに体制を確立するなど、早めに避難支援要員を確

保する体制にしているか 

□ 通所型の施設については、台風の襲来など、「警戒レベル３高齢者

等避難」の発令が事前に予想される場合には、臨時に閉所するなど

の措置を定めているか 

□ 消防団や近隣企業、地域住民等の地域関係者、利用者の家族を避

難支援協力者として組み込んでいる場合には、その要請のタイミン

グや連絡先を定めているか 

 

(イ)避難の誘導 

（水防法施行規則 16 条二）洪水時の避難の誘導に関する事項、（土砂災害防止法施行

規則 5 条の 2 二）土砂災害が発生するおそれがある場合における避難の誘導に関する

事項 

 

 

 1. 安全が確保できる避難先を適切に選定しているか □ 対応済 

□ 要改善 

□ 適切 

□ 要改善 

【着眼点】 

□ 選定した避難先（指定緊急避難場所、近隣の安全な場所、他の社

会福祉施設、屋内安全確保（垂直避難）の場所）は、想定される災

害に対して安全な場所であるか （家屋倒壊等氾濫想定区域や土

砂災害警戒区域内に含まれていないこと、避難先の床高が浸水しな

い高さにあり食糧の確保など浸水継続時間に応じた避難に対応でき

ること等） 

□ 選定した避難先において利用者のケア等の対応が可能であるなど、

避難の実効性が確保されているか 
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□ 不測の事態が生じることも想定し、複数の避難先を選定しているか、

また、少しでも安全な場所に移動する「緊急安全確保」の方法を定

めているか 

 

2. 安全が確保できる避難ルートや避難方法を定めているか □ 対応済 

□ 要改善 

□ 適切 

□ 要改善 
【着眼点】 

□ 施設から避難先までの移動経路の災害リスクや、交通途絶等の可能

性も考慮して、安全で確実な避難ルートが選定されているか 

□ 施設外の避難先に移動するために必要な車両の台数や手配方法

などを定めているか 

 

3. 避難支援に必要な要員を適切に確保しているか 
□ 対応済 

□ 要改善 

□ 適切 

□ 要改善 

【着眼点】 

□ 避難に要する時間を考慮した上で、避難支援要員の人数が確保さ

れているか 

□ 必要に応じて、消防団や近隣企業、地域住民等の地域関係者や利

用者の家族など、避難支援協力者を定めているか 

 

(ウ)避難の確保を図るための施設の整備 

（水防法施行規則 16 条三）洪水時の避難の確保を図るための施設の整備に関する事項、（土砂災害防止法施

行規則 5条の 2三）土砂災害が発生するおそれがある場合における避難の確保を図るための施設の整備に関

する事項 

 

 

 
1. 必要な情報機器等を確保しているか 

□ 対応済 

□ 要改善 

□ 適切 

□ 要改善 

【着眼点】 

□ インターネットや防災無線等で情報を収集するために必要な機器や

設備が確保されているか 

□ 市町村から施設に伝達される情報が確実に届くよう、複数の手段を

確保しているか 

 

2. 避難に必要な設備を確保しているか 
□ 対応済 

□ 要改善 

□ 適切 

□ 要改善 

【着眼点】 

□ 利用者の避難支援にあたって、利用者のＡＤＬ（歩けるかどうかなど）

や要介護状態等を考慮し、避難に必要な設備（エレベータやスロー

プ等）を確保しているか 

□ 夜間の避難に備えて、電池式照明器具や、利用者が誘導員を識別

するための誘導用ライフジャケット等の機材を確保しているか 

 

3. 屋内安全確保（垂直避難）を行う場合に必要な物資等を確保

しているか 

□ 対応済 

□ 要改善 

□ 適切 

□ 要改善 



 

4 
 

【着眼点】 

□ 「屋内安全確保（垂直避難）」を行う場合に備え、長時間の浸水に対

応できるよう食糧等の備蓄や非常用電源、生活用水等を確保してい

るか 

 

(エ)防災教育及び訓練の実施 

（水防法施行規則 16 条四）洪水時を想定した防災教育及び訓練の実施に関する事項、（土砂災

害防止法施行規則 5 条の 2 四）土砂災害が発生するおそれがある場合を想定した防災教育及び

訓練の実施に関する事項 

 

 

 1. 防災教育や訓練を適切に実施することにしているか □ 対応済 

□ 要改善 

 

□ 適切 

□ 要改善 

 
【着眼点】 

□ 防災教育や訓練の実施を指揮する者を定めているか 

□ 防災教育や訓練の実施頻度を具体的に定めているか（訓練につい

ては原則として年１回以上の頻度で実施することが望ましい） 

□ 職員に対して防災教育の機会を提供することとしているか 

□ 避難確保計画の内容を職員に周知することとしているか 

□ 利用者が施設を利用する際に避難確保計画の内容を利用者の家

族に周知することとしているか 

□ 情報伝達訓練や避難ルートの確認訓練、資機材の確認訓練、図上

訓練、利用者の避難先への移動訓練など、実施する訓練の種類を

具体的に定めているか 

□ 訓練実施の際には、避難支援協力者に組み込まれている消防団や

近隣企業、地域住民等の地域関係者や利用者の家族も参加するこ

とにしているか 

□ 訓練で得られた教訓を踏まえて、必要に応じて計画の見直しを実施

することにしているか 

 

(オ)自衛水防組織の業務（設置した場合のみ該当） 

（水防法施行規則 16 条五）自衛水防組織の業務に関する事項 
 

 

 （自衛水防組織の業務内容の記載の確認） 

自衛水防組織が設置されている場合、その業務内容が規定され、

計画に記載されているか 

□ 対応済 

□ 要改善 

 

□ 適切 

□ 要改善 

 

【着眼点】 

□ 自衛水防組織を統括する統括管理官を定めているか 

□ 少なくとも「洪水予報等の収集及び伝達」、「利用者の避難誘導」が

それぞれ自衛水防組織の業務として規定されているか 

□ 内部組織（○○班など）を編成する場合、内部組織のそれぞれの業

務内容・活動範囲が明確に区分され、内部組織毎に必要な要員と

統括する者を定めているか 

 



福祉部局土木部局

地域防災計画に定められた社会福祉施設

連携・協力
情報共有

社会福祉施設の避難確保計画に関する
地方公共団体の各部局の連携体制の構築

防災部局

福祉部局の役割（例）
・施設の運営や設備、利用者のケア等に関
すること

防災部局の役割（例）
・避難情報や指定緊急避難場所等に関すること

避難確保計画の内容や避難訓練結
果を確認する。
必要に応じて助言・勧告を実施

避難確保計画の報告
避難訓練結果の報告

土木部局の役割（例）
・水災害リスク情報等に関すること

≪地方公共団体における留意点≫
1. 社会福祉施設の避難に関する担当部局は、福祉部局、土木部局、防災部局にまたがるため、適切な役割分担のもと

で連携体制を構築する。
2. 施設の事務負担軽減や災害時対応の迅速性を確保するため、施設から相談等を受ける地方公共団体の窓口をできる

だけ一本化してワンストップにすることが望ましい。
3. 都道府県等が、該当施設等の指定権者である場合には、必要に応じて、市町村福祉部局等は、該当施設等の指定権

者に連携・協力をお願いする。

市町村

（別紙２）



訓練実施結果報告書（様式例） 

 

施 設 名  

実 施 日 時 年   月   日     時  分 から   時  分 まで 

実 施 場 所  

想 定 災 害 

（該当する□にチ
ェックをする。） 

□ 洪水   □土砂災害   □高潮   □津波  

□ その他の災害（        ） 

訓 練 種 類 ・ 内 容 

（該当する□にチ
ェックをする。） 

□ 図上訓練 □ 情報伝達訓練 

□ 避難経路の確認訓練 □ 立退き避難訓練 

□ 垂直避難訓練 □ 持ち出し品の確認訓練 

□ その他（                ） 

（訓練内容を適時自由記載） 

 

 

 

訓 練 参 加 者 

・ 参 加 人 数 

従業者（全員・一部）      名（うちパート・アルバイト      名） 

施設利用者（全員・一部）    名（うち通所者      名） 

その他訓練参加者：施設利用者の家族   名 

地域の協力者     名 

その他        名 

訓 練 実 施 責 任 者 職            氏名 

確 認 事 項 

□ 避難支援に要した人数 名 □ 避難に要した時間      時間   分 

□ 避難先や避難経路の安全性 

その他 

 

 

訓練によって確認

さ れ た 課 題 と 

そ の 改 善 方 法 等 

 

訓 練 記 録 作 成 者 職            氏名 

 

 

                      

（別紙３） 



５

４

３
２
１ 早期注意情報

（気象庁）

大雨・洪水・高潮注意報
（気象庁）

高齢者等避難※３

避難指示※２

＜警戒レベル４までに必ず避難！＞

早期注意情報
（気象庁）

大雨・洪水・高潮注意報
（気象庁）

避難準備・
高齢者等避難開始

・避難指示（緊急）
・避難勧告

災害発生情報
（発生を確認したときに発令）

これまでの避難情報等

警戒レベル

緊急安全確保※１

新たな避難情報等

こ う れ い し ゃ と う ひ な ん

ひ な ん し じ

き ん き ゅ う あ ん ぜ ん か く ほ

災害の
おそれ高い
災害の
おそれ高い

災害発生
又は切迫
災害発生
又は切迫

災害の
おそれあり
災害の
おそれあり

気象状況悪化気象状況悪化

今後気象状況
悪化のおそれ
今後気象状況
悪化のおそれ

※１ 市町村が災害の状況を確実に把握できるものではない等の理由から、警戒レベル５は必ず発令される情報ではありません。
※２ 避難指示は、これまでの避難勧告のタイミングで発令されることになります。
※３ 警戒レベル３は、高齢者等以外の人も必要に応じ普段の行動を見合わせ始めたり、避難の準備をしたり、危険を感じたら自主的に避難する
　　 タイミングです。

内閣府（防災担当）・消防庁

5 4 3警戒レベル５は、
すでに安全な避難ができず

命が危険な状況です。
警戒レベル５緊急安全確保の
発令を待ってはいけません！

避難勧告は廃止されます。
これからは、

警戒レベル４避難指示で
危険な場所から全員避難

しましょう。

避難に時間のかかる
高齢者や障害のある人は、
警戒レベル３高齢者等避難で

危険な場所から避難
しましょう。

令和３年５月２０日から

避難勧告は廃止です
ひ な ん か ん こ く

避難指示で必ず避難
ひ な ん し じ

警戒レベル

４

（別紙４）



「避難」って
何すれば
いいの？

小中学校や公民館に行くことだけ
が避難ではありません。
「避難」とは「難」を「避」けること。
下の４つの行動があります。

ハザードマップで以下の
「３つの条件」を確認し
自宅にいても大丈夫かを
確認することが必要です。

安全なホテル・旅館
への立退き避難

行政が指定した避難場所
への立退き避難

安全な親戚・知人宅
への立退き避難

普段から
どう行動するか
決めておき
ましょう

ホテル ここなら安全！

※土砂災害の危険がある
　区域では立退き避難が
　原則です。

想定最大浸水深

※ハザードマップで安全か
　どうかを確認しましょう。

通常の宿泊料が必要
です。事前に予約・
確認しましょう。

旅館

公民館

小・中学校

自ら携行するもの
 ・マスク
 ・消毒液
 ・体温計
 ・スリッパ　等 ※ハザードマップで安全か

　どうかを確認しましょう。

普段から災害時に避難
することを相談して
おきましょう。 親戚・知人宅

屋内安全確保

水、食糧、薬等の確保が困難になる
ほか、電気、ガス、水道、トイレ等の
使用ができなくなるおそれがあります

※❶家屋倒壊等氾濫想定区域や❸水がひくまでの時間（浸水継続時間）はハザードマップに記載がない場合がありますので、お住いの
　市町村へお問い合わせください。

「３つの条件」が確認できれば浸水の危険があっても自宅に留まり安全を確保することも可能です
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社会福祉施設における避難の実効性を確保するための留意点 

 

1. 社会福祉施設における対応 

（1） 水害や土砂災害など、施設が有する災害リスクの適切な把握 

 市町村が公表しているハザードマップや、国や都道府県が公表している浸水想定区域

図、土砂災害警戒区域図等を用いて、それぞれの社会福祉施設（以下、「施設」という。）

が有する災害リスクを災害の種類ごとに適切に把握する。 

 浸水リスクがある場合は、想定されている「浸水深」や「浸水継続時間」を把握するととも

に、建物倒壊等のおそれのある「家屋倒壊等氾濫想定区域」の該当有無を把握する。 

 
（2） 災害リスクに適切に対応した避難先の選定と複数の避難先の確保 

 施設が有する災害リスクを適切に把握した上で、施設外への立退き避難の必要性、施

設内での「屋内安全確保（垂直避難）」の適切性を判断する。 

 確実に難を逃れるためには、施設外の安全な場所への立退き避難が望ましく、特に、

「家屋倒壊等氾濫想定区域」や「土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域」にあ

る場合は、原則として、立退き避難を選択する。 

 立退き避難を選択する場合、その避難先や避難経路の安全性を把握するとともに、市

区町村の「警戒レベル 3 高齢者等避難」の発令のタイミングで避難先が開所することを

確認しておく。 

 施設の利用者（以下、「利用者」という。）のケア等の継続性を確保するためには、他の

社会福祉施設への避難も有効であるため、施設間で避難受け入れができるよう協力体

制の構築に努める。 

 平時から立退き避難先との連絡体制を確立し、避難の必要がある時には、相互に連絡

を取り合って、避難先の安全性や開所の有無等を確認する。 

 施設の上階等への「屋内安全確保（垂直避難）」を選択する場合は、浸水しない床高の

避難スペースがあることに加えて、長時間浸水する場合の支障を許容できるよう、水や

食糧、薬等の備蓄のほか、電気やガス、水道、トイレが使用できないことへの対応策を

執っておく。 

 建物の構造や利用者の状況に応じて、円滑かつ迅速な「屋内安全確保（垂直避難）」に

おいて必要となる、エレベータやスロープ等の避難設備を、有効性を考慮した上で設置

する。 

 「屋内安全確保（垂直避難）」を選択する場合であっても、避難が長時間に及ぶことなど

も想定して、多重的に複数の避難先を確保する。 

 急激に災害が切迫することにより、計画どおりに避難ができない過酷事象に遭遇するこ

とも想定し、少しでも被害を受け難い高い場所や斜面の反対側の部屋に緊急的に移動

する「緊急安全確保」の方法や、そのような事態に陥ったときの連絡体制等を決めてお

く。 

（別紙５） 
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（3） 個々の施設状況を考慮した避難開始のタイミングの設定 

 避難開始のタイミングは、原則として、市町村が「警戒レベル 3 高齢者等避難」を発令し

た時とする。 

 利用者が多い場合や利用者の身体的な状況等により全員の避難完了までに多くの時

間を要する場合は、避難完了までの時間に応じて、「警戒レベル 2 大雨・洪水・高潮注

意報」等が発表された段階で雨量や河川水位情報等を収集し、「警戒レベル 3 高齢者

等避難」の発令を待つことなく、早めに避難を開始する。 

 一方で、避難の頻度が多くなると、避難行動そのものが利用者の身体的な負担になり

得ることから、避難完了までの時間や支援要員の人数等を考慮した上で、例えば、利用

者の身体状態に応じて避難開始のタイミングを分けるなど、施設の実情に応じた段階的

な避難方法を決めておく。 

 
（4） 利用者の円滑な避難に資する避難支援体制の確保 

 雨量情報や河川水位情報、洪水予報、土砂災害警戒情報、避難情報等の防災情報を

的確に収集するため、収集する情報の種類、入手方法、情報レベルに応じた要員確保

など、時系列的な体制確立方法について決めておく。 

 累積雨量が増えるなど状況が悪化すると、交通機能が停止し、職員が施設に駆け付け

ることが難しくなる場合があるため、例えば、「警戒レベル 2 大雨・洪水・高潮注意報」等

が発表された段階で早期に体制を確立する。特に、夜間・休日に災害が切迫する場合

には、明るいうちに避難支援要員を確保するなど、早期の体制確立に十分留意する。 

 職員が迅速に参集できない場合や避難時間が確保できない場合に備え、消防団や近

隣の企業、地域住民、利用者の家族等から避難支援の協力が得られるよう、地域との

連携体制の構築に努める。企業と連携する際は、あらかじめ支援内容を確認し、明確に

しておくと良い。 

 
（5） 訓練実施と訓練で得られる教訓の避難確保計画への反映 

 避難訓練については、利用者を施設外の避難先に移動させる立退き訓練以外にも、避

難経路を確認する訓練や情報伝達訓練、図上訓練等、比較的取り組みやすい訓練も

ある。全ての訓練を一度に行うのではなく、立退き訓練と図上訓練を交互に行うことや、

様々な種類の訓練を分けて行うなど負担軽減を図って、訓練を継続する。 

 参加者については、利用者全員が参加する訓練のみではなく、利用者の身体状態に

応じて、避難支援に必要な人数や避難時間等を確認する訓練を実施することが考えら

れる。 

 訓練を実施する際には、避難支援協力者となっている消防団や近隣の企業、地域住民、

利用者の家族等の参加を得て実施するよう努める。 

 訓練後には、振り返りを実施し、訓練で得られた教訓を踏まえて避難確保計画の内容

の見直しを図り、PDCA サイクルを回して、避難の実効性を高めるために避難確保計画
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の内容の充実を図っていく。 

 
（6） 非常災害対策計画と避難確保計画の一体化による事務負担軽減 

 介護保険法等に基づく「非常災害対策計画」と水防法や土砂災害防止法に基づく「避

難確保計画」は、必ずしも個々に作成する必要はなく、両計画の内容を網羅するように

して、一体化した計画として作成することができる。 

 
（7） 職員及び利用者家族等への災害リスク及び避難確保計画の周知 

 施設が有する災害リスクや避難先、避難開始のタイミング、避難支援体制、避難方法等

を全職員に周知することとし、周知する頻度や方法等を決めておく。 

 施設の利用開始時には、利用者に加えて、避難支援の協力者としての役割が期待され

る利用者の家族に対しても、施設が有する災害リスクや避難確保計画の主な内容を周

知する。 

 
（8） 市町村との情報連絡体制の確立 

 施設は、市町村から一方通行で避難情報を受けるだけではなく、施設から市町村に対

しても、「避難を完了した」等の情報を伝達することが望ましく、こうした双方向の連絡体

制の構築に努める。 

 災害時に市町村と円滑に連絡を取り合える関係を構築するため、施設と市町村との情

報交換の場を平時から確保しておくことが望ましい。 
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2. 市町村における対応 

（1） 地域防災計画への適切な位置づけ 

 市町村の地域防災計画に定めるべき施設は、利用者の円滑かつ迅速な避難の確保を

図る必要がある施設としており、これに該当するか否かは、洪水浸水想定区域・土砂災

害警戒区域等に位置することだけで一律に判断できるものではないため、施設の構造

や利用状況等といった個々の施設の状況も把握した上で適切に定める。 

 
（2） 避難確保計画や訓練に関する助言・勧告の実施 

 施設に対して、避難確保計画や訓練に関する助言・勧告を行う場合は、別紙１の「社会

福祉施設の避難確保計画（非常災害対策計画を含む）チェックリスト」を参考に

する。 

 施設に対するアドバイスは、避難確保計画の報告時や訓練結果の報告時のみならず、

地方公共団体が施設を定期監査する際や避難訓練に視察参加する機会等を活用する

など、様々な機会を捉えて行う。 

 個々の施設の災害リスクの程度や訓練結果の報告など施設から提供を受けた災害対

応能力に関する情報を参考にして、避難の実効性を高める必要がある対象施設を絞り

込んだ上で、効果的な助言・勧告に努める。 

 
（3） 施設との情報連絡体制の確立 

 施設にとっては、メディアから避難情報を得るよりも、市町村から直接連絡を受けるほう

が避難の動機付けになることから、施設への迅速な情報発信に努める。 

 市町村から施設への避難情報の発信だけではなく、施設から市町村に対しても、「避難

を完了した」等の情報を提供していただくことが望ましく、こうした双方向の連絡体制の

構築に努める。 

 災害時に施設と円滑に連絡を取り合える関係を構築するため、市町村と施設との情報

交換の場を平時から確保しておくことが望ましい。 

 施設の管理者や職員の防災知識の習得を支援するため、積極的かつ継続的に講習会

等を開催する。その際、全ての施設が防災に関する講習会を定期的に受講できるよう

努める。 

 
（4） 福祉部局、土木部局、防災部局の連携 

 社会福祉施設における避難に関する担当部局は、福祉部局、土木部局、防災部局に

またがるため、別紙２の「社会福祉施設の避難確保計画に関する地方公共団体の各

部局の連携体制の構築」を参考にして、適切な役割分担のもとで連携体制を構築する。 

 施設の負担軽減や災害時対応の迅速性を確保するため、施設から相談等を受ける地

方公共団体の窓口をできるだけ一本化してワンストップで対応できるよう努める。 
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事  務  連  絡 

令和３年６月 22日 

 

 各都道府県消防防災主管部（局） 御中 

 

各      民生主管部（局）御中 

 

内閣府政策統括官(防災担当)付参事官(避難生活担当) 

厚生労働省社会・援護局地域福祉課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課 

 

個別避難計画作成等への支援策等について（周知） 

 

平素より、防災行政及び厚生労働行政の推進に御尽力いただき、厚く御礼申し上げます。 

近年の災害においても高齢者や障害者等が被害に遭っていることを踏まえ、有識者会議に

おいて検討が行われたところであり、先般の通知（※）において、①有識者会議の報告書

「令和元年台風第 19号等を踏まえた高齢者等の避難のあり方について（最終とりまとめ）」

における個別避難計画の制度面の改善の方向性や、②個別避難計画の作成経費に対する地方

交付税措置を令和３年度に新たに講ずることについてお示しするとともに、③避難行動要支

援者の災害時の避難の実効性確保に向け、消防防災主管部局や福祉・保健・医療など関係部

局で連携の上、取組の検討及び実施準備について、お願いしたところです。（参考１） 

※「『令和元年台風第 19号等を踏まえた避難情報及び広域避難等のあり方について（最終とりまとめ）』及び『令和元年台

風第 19号等を踏まえた高齢者等の避難のあり方について（最終とりまとめ）』の周知並びに消防防災主管部局と連携し

た避難行動要支援者の個別避難計画作成の協力のお願いについて」（令和３年３月４日付け内閣府防災担当、厚生労働省

地域福祉課、障害福祉課、認知症施策・地域介護推進課 連名の事務連絡） 

本年５月 10日には、個別避難計画の作成の市区町村への努力義務化等を内容とする「災

害対策基本法等の一部を改正する法律」（令和３年法律第 30号）が公布され、５月 20日に

施行されたところです。 

政府においては、個別避難計画の作成を促進するため、支援策等を（参考２）のとおり講

じることとしており、市区町村におかれては、こうした支援策等も活用し、消防防災主管部

局と福祉・保健・医療など関係部局の間で綿密な連携を図り、実効性ある個別避難計画の作

成に取り組んでいただくようお願いします。 

貴都道府県におかれては、こうしたことについて、管内市区町村と連携し、必要な支援を

行っていただくようお願いいたします。（貴都道府県消防防災主管部局におかれては、管内

の市町村の消防防災主管部局に周知・連携いただくようお願いいたします。） 

 なお、本事務連絡は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１項に基づく

技術的助言として発出するものであることを申し添えます。 

 

 

都道府県 

市区町村 

（別紙６）
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（本件連絡先） 

 

内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（避難生活担当）付 

藤田、近藤、松崎 03-5253-2111（代表）、03-3501-5191（直通） 

 

厚生労働省社会・援護局地域福祉課 

増田、太田、与那嶺 03-5253-1111（代表）内線：2857、2219、2232 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

高橋、藤川 03-5253-1111（代表）内線：3041、3043 

 

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課 

花房、原、勝田 03-5253-1111（代表）内線：3996、3979、3936 
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参 考 １  

事 務 連 絡 

令 和 ３ 年 ３ 月 ４ 日 

 

都道府県・指定都市・中核市 民生主管部（局） 御中 

 

内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（避難生活担当） 

厚生労働省社会・援護局地域福祉課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課 

 

「令和元年台風第19号等を踏まえた避難情報及び広域避難等のあり方につい

て（最終とりまとめ）」及び「令和元年台風第19号等を踏まえた高齢者等の

避難のあり方について（最終とりまとめ）」の周知並びに消防防災主管部局

と連携した避難行動要支援者の個別避難計画作成の協力のお願いについて 

 

平素より、厚生労働行政の推進に御尽力いただき、厚く御礼申し上げます。 

 この度、内閣府（防災担当）及び消防庁から各都道府県消防防災主管部局に対し通知（①

「令和元年台風第 19号等を踏まえた避難情報及び広域避難等のあり方について（最終とり

まとめ）」及び「令和元年台風第 19号等を踏まえた高齢者等の避難のあり方について（最終

とりまとめ）」の周知について（令和２年 12 月 24 日付け府政防第 1822 号・消防災第 154

号）【別紙１】、②避難行動要支援者の避難に係る取組の準備及びこれに伴う地方財政措置の

拡充等について（令和３年１月 29 日付け事務連絡）【別紙２】）が発出されたところです。 

 令和元年台風第 19号等を踏まえた内閣府の有識者会議の検討結果では、自ら避難するこ

とが困難な高齢者など避難行動要支援者の避難支援等を実効性のあるものとするためには

個別避難計画の作成が有効とされています。 

また、その作成経費に対する地方交付税措置については、一定の財源を確保しております  

近年の災害において、多くの高齢者が被害を受け、また、障害のある人の避難が適切に行

われなかった事例もあったことから、避難行動要支援者の災害時の避難の実効性確保に向

け、消防防災主管部局や保健・医療など関係部局と連携の下、取組の検討及び実施準備に協

力をいただけるよう、お願いいたします。 

つきましては、下記にご留意の上、一層の取組をお願い致します。なお、都道府県におか

れましては、関係部局及び管内市区町村（指定都市及び中核市を除く。以下同じ。）へ周知

いただきますようお願いします。 

 

記 

 

１．令和元年台風第 19号等を踏まえた検討結果の概要 

（１）避難情報及び広域避難等のあり方 

「令和元年台風第 19号等を踏まえた避難情報及び広域避難等のあり方について（最終とり

まとめ）」においては、避難情報及び広域避難等に関する制度面における改善の方向性に 
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ついてとりまとめられており、警戒レベル４の避難勧告と避難指示（緊急）を避難指示に

一本化することや高齢者等に対して、早期の避難を促すことを明確にするため、レベル３の

名称を「高齢者等避難」に見直すこと等が提言されております。 

 

（２）高齢者等の避難のあり方 

「令和元年台風第 19号等を踏まえた高齢者等の避難のあり方について（最終とりまとめ）

においては、自ら避難することが困難な高齢者や障害者等の避難行動要支援者の避難に係

る避難行動要支援者名簿、個別避難計画（避難行動要支援者ごとに、避難支援を行う者や避

難先等の情報を記載した計画）、福祉避難所、地区防災計画に関する制度面における改善の

方向性についてとりまとめられております。 

この中で個別避難計画については、制度上、市区町村が作成に努めなければならないもの

として位置づけ、介護支援専門員や相談支援専門員などの福祉専門職や民生委員、自主防災

組織、社会福祉協議会などの関係者と連携して作成する必要があること等が提言されてお

ります。 

特に介護支援専門員や相談支援専門員は、避難行動要支援者のうち介護保険サービス等

の利用者について、日頃からケアプラン等の作成を通じて、避難行動要支援者本人の状況等

をよく把握しており、信頼関係も期待できることから、個別避難計画作成の業務に、福祉専

門職の参画を得ることが極めて重要であるとされております。 

 

２．個別避難計画の作成経費に対する地方交付税措置 

個別避難計画作成に係る経費については、「避難行動要支援者の避難に係る取組の準備及

びこれに伴う地方財政措置の拡充等について」（令和３年１月 29日付け事務連絡）【別紙

２】において、これまでの事例等から、福祉専門職等の参画に対する報酬や事務経費など一

人あたり７千円程度を要するものと想定していることなどを踏まえ、令和３年度より、新た

に地方交付税措置を講ずることとされていることを各都道府県消防防災主管部局に示して

います。 

 

３．避難行動要支援者の避難の実効性確保に向けた取組の方向 

避難行動要支援者の避難の実効性確保に向けては、各都道府県及び市区町村消防防災主

管部局に対して、「令和元年台風第 19号等を踏まえた高齢者等の避難のあり方について（最

終とりまとめ）」において提言された個別避難計画の作成等について、本とりまとめの内容

を参考に、福祉・保健・医療等の関係部局等と連携のもと、取組の検討及び実施準備を進め

ていただくよう、お願いしているところです。 

各都道府県民生主管部局におかれましても、管内市区町村へ消防防災主管部局や保健・医

療など関係部局と連携の下、個別避難計画の取組の検討及び実施準備に協力をいただける

よう、周知をお願いいたします。また、都道府県の関与により、人材育成や関係団体との調

整など広域的に取り組むことが効果的・効率的になる取組があるほか、管内の市区町村の事

例や経験が共有され、市区町村における個別避難計画作成の促進が図られるため、各都道府

県民生主管部局におかれても消防防災主管部局や保健・医療など関係部局と連携の下、取組

の検討及び実施準備に協力をいただけるよう、お願いいたします。 
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＜本件連絡先＞ 

内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（避難生活担当） 

 藤田、近藤、石尾   （TEL: 03-3593-2849）（直通） 

 

厚生労働省障害保健福祉部障害福祉課 

高橋、藤川、池沼    （TEL: 03-5253-1111）（代表） 

       （内線：3041、3043、3149） 

厚生労働省社会援護局地域福祉課 

梁瀬、川久保、与那嶺 （TEL: 03-5253-1111）（代表） 

       （内線：2856、2857、2232） 

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課 

花房、原、勝田    （TEL: 03-5253-1111）（代表） 

             （内線：3996、3979、3936） 
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事  務  連  絡 

令和３年６月 22日 

 

各都道府県消防防災主管部局 御中 

 

 

内閣府政策統括官(防災担当)付参事官(避難生活担当) 

 

 

個別避難計画作成等への支援策等について（周知） 

 

防災行政の推進につきましては、日頃から格別のご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

令和３年通常国会に「災害対策基本法等の一部を改正する法律案」が提出され、国会での

審議を経て４月 28日に成立し、５月 10日に公布され同月 20日に「災害対策基本法等の一

部を改正する法律」（令和３年法律第 30号）が施行され、自ら避難することが困難な高齢者

や障害者等の避難行動要支援者の避難の実効性確保に向け、個別避難計画の作成に取り組む

ことが、「災害対策基本法」（昭和 36年法律第 223号）において市町村の努力義務となりま

した。（別紙１） 

「避難行動要支援者の避難に係る取組の準備及びこれに伴う地方財政措置の拡充等につい

て」（令和３年１月 29日付け内閣府防災担当、消防庁防災課連名の事務連絡。以下「１月

29日付け事務連絡」という。）（別紙２）において、優先度を踏まえた個別避難計画の作成

及び作成経費に対する地方交付税措置についてお示しするとともに、消防防災・福祉・保

健・医療などの関係部局と十分連携を図り、避難行動要支援者の避難の実効性確保に向けた

取組の検討及び実施準備を着実に進めていただけるよう、お願いしたところです。 

今般、「災害対策基本法等の一部を改正する法律」が施行されたことを踏まえ、政府にお

いては個別避難計画の作成を促進するため、支援策等について、これまでお示ししているも

のを含め、下記の通り講じることとしていることをお伝えするとともに、市町村においては、

こうした支援策等も活用し、福祉・保健・医療など関係部局の綿密な連携を図り、実効性あ

る個別避難計画の作成に取り組んでいただくようお願いします。また、作成・活用方針等を

検討し、必要な条例、予算、地域防災計画の変更等について速やかに対応いただくようお願

いします。 

また、今般の制度改正において、下記のとおり、高齢者や障害者等が避難する福祉避難所

等について公示事項の明確化や避難情報の避難指示への一本化等を講ずることとしており、

円滑な施行や周知の協力をお願いします。これらの事項は、避難先及び避難開始時期として

個別避難計画に密接に関連する事項となります。 

貴都道府県におかれては、こうしたことについて、管内の市町村に周知するとともに、管

内市町村と連携し、必要な支援を行っていただくようお願いいたします。 

 なお、本事務連絡は、地方自治法（昭和 22年法律法律第 67号）第 245条の４第１項に基

づく技術的助言として発出するものであることを申し添えます。 

 

参 考 ２ 
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記 

 

１．優先度を踏まえた個別避難計画の作成及び作成経費に対する地方交付税措置について 

作成に際しては、要介護度３～５の高齢者や身体障害者手帳１級・２級等を所持している

者等の自ら避難することが困難な者のうち、ハザードマップで危険な区域に住む者や、独居

または夫婦二人暮らしの者など、計画作成の優先度が高いと地方公共団体が判断する者につ

いて、地域の実情を踏まえながら、地域防災計画の定めるところにより、おおむね５年程度

で個別避難計画の作成に取り組んでいただきたいと考えていること。 

また、その作成経費は、これまでの事例等から、福祉専門職等の参画に対する報酬や事務

経費など一人あたり７千円程度を要するものと想定していること。 

これらを踏まえ、令和３年度より、市町村における個別避難計画の作成経費について、新

たに地方交付税措置を講ずることとされていること。 

 

２．個別避難計画の作成への支援策について 

（１）避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針 

避難行動要支援者の避難行動支援に関して、留意すべき事項及び関連する参考となる事項

をまとめたものであり、５月 20日に、有識者会議や災害対策基本法等の一部を改正する法

律の内容を踏まえ、個別避難計画の作成の具体的手順を示す等の改定を行い、公表しまし

た。 

※URL: http://www.bousai.go.jp/taisaku/hisaisyagyousei/youengosya/r3/index.html 

都道府県・市町村におかれては、本取組指針について消防防災・福祉・保健・医療など関

係部局が共有・活用して個別避難計画の作成の取組を進めていただくようお願いします。 

 

（２）個別避難計画作成モデル事業（別紙３） 

市町村や地域の防災、福祉の関係者が連携する取組であって、地域の実情に応じた特色の

ある取組を行う自治体を支援し、その成果をモデルとして全国に展開するため、令和３年度

政府予算において、モデル事業を実施しており、５月から取組が開始しています。 

今後、全国の市町村・都道府県の間において、定期的にモデル事業に取り組む市町村、府

県の取組状況を共有する場や、お互いに相談できる意見交換の場を設け、自治体間で得られ

た知見を効果的に共有できる機会を提供することとしています。具体的には、都道府県を通

じて、別途、連絡を行う予定です。 

 

（３）活用可能性のある既存の補助制度（別紙４－１、別紙４－２）（別紙５） 

市町村が優先度の高い方について作成する個別避難計画の対象や作成期間の目途について

は、１に記載したところですが、 

① 国土交通省所管の「防災・安全交付金」（別紙４－１）については、別紙４－２で示さ
れるような考え方に合致する場合には、個別避難計画の作成に活用できる可能性があ

ることから、市町村においては、個別避難計画の作成を加速させるため、当該交付金

の担当部局に必要な情報を共有するとともに、交付金の活用について相談するようお

願いします。 

http://www.bousai.go.jp/taisaku/hisaisyagyousei/youengosya/r3/index.html
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② また、農林水産省所管の「農山漁村地域整備交付金」（別紙５）については、施設整備
（基幹事業）と一体となって、施設整備の効果を一層高めるために必要な取組を「効

果促進事業」として交付金の対象としており、個別避難計画の作成に活用できる可能

性があることから、市町村においては、個別避難計画の作成を加速させるため、当該

交付金の担当部局に必要な情報を共有するとともに、交付金の活用について相談する

ようお願いします。 

 

３．福祉避難所の確保・運営ガイドラインの改定について 

本ガイドラインは、福祉避難所の確保・運営に関して留意すべき事項及び参考となる事項

をまとめたものであり、有識者会議において福祉避難所が指定避難所として公示されると、

受入れを想定していない被災者等が避難してくることを懸念するとの意見や災害対策基本法

施行規則の一部を改正する内閣府令の内容を踏まえ、５月 20日に、福祉避難所ごとに受入

対象者を特定した公示や、受入対象者の福祉避難所への直接の避難についての具体的手順を

示す等の改定を行い、公表しました。 

※URL: http://www.bousai.go.jp/taisaku/hinanjo/r3_guideline.html 

都道府県、市町村におかれては、本ガイドラインについて、消防防災主管部局や福祉・保

健・医療などの関係部局とも共有・活用して、指定福祉避難所の確保や避難所の運営支援に

取り組むとともに、制度見直しの円滑な施行に取り組んでいただくようお願いします。 

 

４．新たな避難情報に関する周知に関する依頼（別添チラシ） 

災害対策基本法等の一部を改正する法律が令和３年５月 20日施行されたことにより、避

難勧告・避難指示が避難指示へ一本化され、新たな避難情報が発令されるようになります。 

避難情報は命に関わる重要な情報であるため、避難行動要支援者にも認識いただく必要が

あり、国において指定公共機関、メディア等とも連携し周知を行っていきます。都道府県・

市区町村においても積極的な周知をお願いします。さらに、避難行動要支援者が利用する施

設等における周知は効果的であると考えているため、以下のとおり新たな避難情報に関する

チラシを周知いただきますようお願いいたします。 

＜協力依頼内容＞ 

① 「新たな避難情報に関する周知チラシ」（別添。以下「チラシ」という。）を印刷し、都

道府県や市町村、社会福祉法人等の施設等の避難行動要支援者の目に触れる場所に掲示

するなど、避難行動要支援者や福祉関係者等が適切なタイミングで避難できるように、

ご活用ください。（掲示スペースに限りがある場合は、新たな避難情報を記載している表

面を優先して掲示して下さい。） 

② 避難訓練等でのチラシの配布のほか、避難行動要支援者の自宅を訪問する機会のある民

生委員・介護支援専門員・相談支援専門員等の福祉関係者等の協力を得ながら、避難行

動要支援者の自宅訪問時のチラシの手交等により、避難行動要支援者への周知に協力を

依頼してください。 

 

 

 

http://www.bousai.go.jp/taisaku/hinanjo/r3_guideline.html
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（本件連絡先） 

内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（避難生活担当）付 

藤田、近藤、松崎 03-5253-2111（代表）、03-3501-5191（直通） 
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災害対策基本法等の一部を改正する法律の概要
趣 旨

改正内容

頻発する自然災害に対応して、災害時における円滑かつ迅速な避難の確保及び災害対策
の実施体制の強化を図るため、以下の措置を講ずることとする。

内閣府(防災担当)

公布日：令和３年５月10日 施行期日：令和３年５月20日

①災害時における円滑かつ迅速な避難の確保

②災害対策の実施体制の強化

非常災害等が発生するおそれがある段階における災害救助法の適用
国の災害対策本部が設置されたときは、これまで適用できなかった災害が発生する前段階においても、
災害救助法の適用を可能とし、都道府県等が避難所の供与を実施。

１）非常災害対策本部の本部長を内閣総理大臣に変更
２）防災担当大臣を本部長とする特定災害対策本部の設置（※）

※非常災害に至らない、死者・行方不明者数十人規模の災害について設置

３）内閣危機管理監の中央防災会議の委員への追加

内閣府における防災担当大臣の必置化

１．災害対策基本法の一部改正

３．災害救助法の一部改正

２．内閣府設置法の一部改正

３）災害発生のおそれ段階での国の災害対策本部の設置／
広域避難に係る居住者等の受入れに関する規定の措置等

災害発生のおそれ段階において、国の災害対策本部の設置を可能と
するとともに、市町村長が居住者等を安全な他の市町村に避難（広域
避難）させるに当たって、必要となる市町村間の協議を可能とするため
の規定等を措置。

２）個別避難計画（※）の作成
＜課題＞
避難行動要支援者名簿（平成25年に作成義
務化）は、約99％の市町村において作成される
など、普及が進んだものの、いまだ災害により、多く
の高齢者が被害を受けており、避難の実効性の確
保に課題。

１）避難勧告・避難指示の一本化等

目標・効果
○広域避難に関する取組の推進
広域避難を検討している市町村における広域避難のための協定の締結割合 2020年度：80％ ⇒ 2025年度：100％

令和２年７月豪雨時の非常災害対策本部

＜課題＞
本来避難すべき避難勧告のタイミングで避難せ
ず、逃げ遅れにより被災する者が多数発生。 避
難勧告と指示の違いも十分に理解されていない。

＜対応＞
避難勧告・指示を一本化し、従来の勧告の段階
から避難指示を行うこととし、避難情報のあり方を包
括的に見直し。

＜対応＞
避難行動要支援者の円滑かつ迅速な避難を図
る観点から、個別避難計画について、市町村に作
成を努力義務化。

近年の災害における犠牲者のうち高齢者（65歳以上）が占める割合
令和元年東日本台風：約65％ 令和２年７月豪雨：約79％

住民アンケート
・避難勧告で避難すると回答した者：26.4％
・避難指示で避難すると回答した者：40.0％

任意の取組として計画の作成が完了している市町村 約10％
任意の取組として一部の計画の作成が完了している市町村 約57％

避難情報の報道イメージ（内閣府で撮影）

※ 避難行動要支援者（高齢者、障害者等）ごとに、
避難支援を行う者や避難先等の情報を記載した計画。

避難行動要支援者が災害時に避難する際のイメージ

大規模河川氾濫時の他市町村への避難イメージ

※併せて、マイナンバー法を改正し、名簿・計画の作成等に当たりマイナンバーに紐付く情報を活用

別 紙 １ 
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別 紙 ２  

事 務 連 絡 

令和３年１月 29 日 
  

 

各都道府県消防防災主管部局 御中 
内閣府政策統括官（防災担当）付 

参事官（避難生活担当） 
消防庁国民保護・防災部防災課 

 

避難行動要支援者の避難に係る取組の準備及び 
これに伴う地方財政措置の拡充等について 

 

防災行政の推進につきましては、日頃から格別のご協力を賜り、厚く御礼申し上

げます。 

現在、令和３年通常国会に「災害対策基本法等の一部を改正する法律案」（以下

「法律案」という。）の提出が予定されており、成立した場合には、自ら避難するこ

とが困難な高齢者や障害者等の避難行動要支援者の避難の実効性確保に向け、地方

公共団体に対し、個別避難計画の作成について取組の充実が求められることとなり

ます。また、福祉避難所については、受入対象者を限定して公示する制度の創設を

予定しています。 

これらの取組に関しては、「令和３年度の地方財政の見通し・予算編成上の留意

事項等について」（令和３年１月 22日付け総務省自治財政局財政課事務連絡。別紙

１）及び「消防庁の令和３年度当初予算案、令和２年度第３次補正予算案及び令和

３年度の消防防災に関する地方財政措置の見通しを踏まえた留意事項について」

（令和３年１月 22 日付け消防庁総務課事務連絡。別紙２）で周知されているとお

り、上記法律改正に伴い令和３年度より新たに地方交付税措置を講ずることとされ

ているほか、緊急防災・減災事業債について対象事業を拡充した上で継続されるこ

ととされております。 

貴職におかれましては、下記に御留意の上、関係部局と十分連携を図り、避難行

動要支援者の避難の実効性確保に向けた取組の検討及び実施準備を着実に進めて

いただくとともに、貴都道府県関係部局及び管内市区町村へ周知いただきますよう

お願いいたします。 

 

１．個別避難計画 

（１）優先度を踏まえた個別避難計画の作成及び作成経費に対する地方交付税措置について  

作成に際しては、要介護度３～５の高齢者や身体障害者手帳１級・２級等を所持し

ている者等の自ら避難することが困難な者のうち、ハザードマップで危険な区域に

住む者や、独居または夫婦二人暮らしの者など、計画作成の優先度が高いと地方公

共団体が判断する者について、地域の実情を踏まえながら、地域防災計画の定める

ところにより、おおむね５年程度で個別避難計画の作成に取り組んで 
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いただきたいと考えていること。 

また、その作成経費は、これまでの事例等から、福祉専門職の参画に対する報

酬や事務経費など一人あたり７千円程度を要するものと想定していること。 

これらを踏まえ、令和３年度より、市町村における個別避難計画の作成経費に

ついて、新たに地方交付税措置を講ずることとされていること。 

なお、内閣府においては、令和３年春頃に、作成の参考となる「避難行動要支

援者の避難行動支援に関する取組指針」を改定、公表する予定である。 

 

（２）作成推進のためのモデル事業について 

令和３年度政府当初予算案において、自治体における効果的・効率的作成手法

を構築するため、作成経費を支援するモデル事業を実施することとしているので

応募を検討されたいこと（別紙３参照）。 

なお、後日内閣府より、モデル事業の募集方法などについて別途御案内する予

定である。 

 

２．福祉避難所 

（１）福祉避難所の制度の見直し等について 

内閣府令等の改正により、福祉避難所ごとに、あらかじめ受入対象者を特定し

本人とその家族のみが避難する施設であることを明示して指定する新たな制度

を創設する予定であり、これを踏まえ、福祉避難所の指定避難所としての指定を

一層進められたいこと。受入対象者を特定して公示することにより、指定避難所

としての指定が進み、受入対象者への支援内容の検討や必要な物資の備蓄、非常

用発電機等の設備の準備等を一層進め、一般の避難所で過ごすことに困難を伴う

障害者等の福祉避難所への直接の避難を促進していくことにもつながると考え

ていること。 
以上を踏まえ、内閣府において、令和３年春頃に内閣府令及び「福祉避難所の

確保・運営ガイドライン」等を改定、公表する予定である。 
 

（２）緊急防災・減災事業債の活用の検討について 

地方公共団体が、指定避難所として指定されている福祉避難所や社会福祉施設

である福祉避難所の防災対策を行う場合には、引き続き緊急防災・減災事業債を

活用して整備を進めることが可能であるため、積極的な活用を検討されたいこと  

また、令和３年度からは、社会福祉法人等の福祉施設等※における豪雨対策に

対して補助する場合も、新たに同事業債の活用が可能となったため、当該福祉施

設等が指定避難所として指定されている場合の福祉避難所の機能の強化に当た

っても積極的な活用を検討されたいこと。 

 
※ 社会福祉法人等の福祉施設等には、社会福祉法人の福祉施設や、学校法人の特別支援学校

や幼稚園等が含まれる。 

＜連絡先＞ 

内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（避難生活担当）付 

 藤田参事官補佐、近藤事務官、石尾事務官（１．について） 

 赤司参事官補佐、長谷川事務官、秋吉事務官（２．について） 

TEL 03-3593-2849（直通） 

消防庁国民保護・防災部防災課 

 神田災害対策官、舘野係長、清水事務官 

TEL 03-5253-7525（直通） 

 



 
 

  13 

 

 

 

  

別 紙 ３ 

（
Ａ
）
市
町
村
の
防
災
担
当
や
福
祉
担
当
等
の
関
係
部
署
が
共
同
し
て
事
業
を
実
施
す
る
体
制

が
あ
る
こ
と
。

※
応
募
の
際
に
都
道
府
県
の
取
組
も
合
わ
せ
て
提
案
す
る
場
合
は
、
都
道
府
県
に
つ
い
て
も
、
防
災
担

当
や
福
祉
担
当
等
の
関
係
部
署
が
共
同
し
て
事
業
を
実
施
す
る
体
制
が
あ
る
こ
と
。

（
Ｂ
）
地
域
の
介
護
・
福
祉
に
関
す
る
職
種
団
体
等
、
庁
外
の
関
係
者
と
連
携
し
た
取
組
で
あ
る

こ
と
。

（
Ｃ
）
個
別
避
難
計
画
を
作
成
す
る
者
の
優
先
度
を
検
討
し
、
要
支
援
者
の
心
身
の
状
況
に
応

じ
た
作
成
プ
ロ
セ
ス
を
構
築
す
る
取
組
で
あ
る
こ
と
。

（
Ｄ
）
個
別
避
難
計
画
を
実
際
に
作
成
す
る
こ
と
。

個
別
避
難
計
画
作
成
モ
デ
ル
事
業
（
概
要
）

○
令
和
３
年
度
に
お
い
て
、
自
治
体
に
お
け
る
個
別
避
難
計
画
の
効
果
的
・
効
率
的
な
作
成
手
法
を
構
築
す
る
た
め
、

モ
デ
ル
事
業
を
実
施
。
（
事
業
を
実
施
す
る
モ
デ
ル
団
体
は
、
市
町
村
事
業
34
団
体
、
都
道
府
県
事
業
18
団
体
）

日
程

内
容

令
和
３
年
５
月
～
令
和
４
年
３
月
ま
で

事
業
実
施
期
間

６
月
15
日
（
火
）

キ
ッ
ク
オ
フ
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ

６
月
30
日
（
水
）

合
同
研
修
会

７
月
以
降

ノ
ウ
ハ
ウ
共
有
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ

令
和
４
年
３
月

成
果
発
表
会

＜
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
＞

＜
内
容
＞

１
モ
デ
ル
事
業
の
実
施
（効
果
的
・
効
率
的
な
モ
デ
ル
の
創
出
、
展
開
）

モ
デ
ル
事
業
は
、
ⓐ
市
町
村
が
実
施
す
る
「
市
町
村
事
業
」
（
特
別
区
も
市
町
村
事
業
の
対
象
と
な
る
。
）
、
ⓑ
都
道
府
県
が
ⓐ
の
市
町
村
事
業
を
支
援
す
る
「
都
道
府
県
事
業
」
が
あ
る
。

２
自
治
体
間
に
よ
る
ノ
ウ
ハ
ウ
共
有
の
場
の
提
供

定
期
的
に
ⓐ
、
ⓑ
の
取
組
状
況
を
共
有
す
る
場
や
、
お
互
い
に
相
談
で
き
る
意
見
交
換
の
場
を
設
け
、

自
治
体
間
で
得
ら
れ
た
知
見
を
効
果
的
に
共
有
で
き
る
機
会
を
提
供
す
る
予
定
。

３
成
果
の
普
及

本
業
務
で
得
ら
れ
た
知
見
を
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
、
成
果
発
表
会
、
報
告
書
・
事
例
集
等
に
よ
り
、

全
国
の
自
治
体
に
対
す
る
普
及
・
啓
発
を
行
う
予
定
。

応
募
の
必
須
要
件
に
加
え
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
特
色
の
あ
る
取
組
を
行
う
。

（
取
組
例
）

○
福
祉
専
門
職
（
介
護
支
援
専
門
員
や
相
談
支
援
専
門
員
）
の
参
画
に
関
す
る
も
の

○
福
祉
専
門
職
（
介
護
支
援
専
門
員
や
相
談
支
援
専
門
員
）
以
外
の
関
係
者
の

参
画
に
関
す
る
も
の

○
優
先
度
の
高
い
方
に
つ
い
て
個
別
避
難
計
画
の
作
成
を
完
了
す
る
ま
で
の

事
業
計
画
に
関
す
る
も
の

○
避
難
行
動
要
支
援
者
名
簿
掲
載
者
全
員
に
つ
い
て
個
別
避
難
計
画
の
作
成
を

完
了
す
る
ま
で
の
事
業
計
画
に
関
す
る
も
の

○
個
別
避
難
計
画
を
広
く
普
及
さ
せ
る
た
め
の
効
率
的
な
手
法
等
に
関
す
る
も
の

○
本
人
・
地
域
記
入
の
個
別
避
難
計
画
に
関
す
る
も
の

○
多
様
な
災
害
リ
ス
ク
に
対
応
し
た
個
別
避
難
計
画
の
作
成
に
関
す
る
も
の

○
福
祉
避
難
所
へ
の
直
接
避
難
に
関
す
る
も
の

○
特
別
支
援
学
校
に
関
す
る
も
の

○
難
病
患
者
等
の
医
療
的
ケ
ア
を
要
す
る
方
に
関
す
る
も
の

○
地
区
防
災
計
画
と
の
連
動
に
関
す
る
も
の

○
防
災
・
減
災
の
整
備
等
と
個
別
避
難
計
画
等
の
ソ
フ
ト
事
業
と
の
一
体
的
な

検
討
に
関
す
る
も
の

○
住
民
へ
の
周
知
・
啓
発
や
避
難
支
援
等
実
施
者
の
確
保
に
関
す
る
も
の

ⓐ
市
町
村
事
業
・
・
・計
34
団
体

個
別
避
難
計
画
の
作
成
プ
ロ
セ
ス
の
構
築
に
取
り
組
む
市
町
村
の
事
業

（
注
：
特
別
区
も
市
町
村
事
業
の
対
象
と
な
る
。
）

ⓑ
都
道
府
県
事
業
・
・・
計
18
団
体

域
内
の
市
町
村
事
業
の
成
果
等
を
共
有
す
る
場
を
設
け
、
意
見
交
換
を
し
て

改
善
し
、
横
展
開
す
る
こ
と
な
ど
に
取
り
組
む
都
道
府
県
の
事
業

＜
１
－
②
モ
デ
ル
事
業
に
お
け
る
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
取
組
例
＞

＜
１
－
①
モ
デ
ル
事
業
応
募
の
必
須
要
件
＞

（内
閣
府
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
立
上
げ
、
成
果
発
表
会
の
開
催
、
報
告
書
・事
例
集
の
作
成
な
ど
）
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No
.

都
道

府
県

名
市

区
町

村
名

市
町

村
事

業
名

（
※

１
）

取
組

概
要

都
道

府
県

事
業

の
有

無
（

※
２

）

1
宮

城
県

仙
台

市
個

別
避

難
計

画
作

成
に

係
る

事
業

手
法

及
び

課
題

の
検

討

現
在

の
本

市
の

災
害

時
要

援
護

者
情

報
登

録
制

度
を

検
証

す
る

と
と

も
に

、
真

に
避

難
支

援
を

要
す

る
者

に
つ

い
て

の
個

別
避

難
計

画
を

効
率

的
か

つ
着

実
に

作
成

で
き

る
よ

う
に

す
る

た
め

、
事

業
手

法
や

課
題

を
検

討
し

、
事

業
計

画
及

び
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
各

素
案

を
策

定
す

る
。

○

2
茨

城
県

古
河

市
医

療
的

ケ
ア

児
・

者
等

を
対

象
と

し
た

個
別

避
難

計
画

作
成

事
業

庁
内

関
係

課
、

保
健

所
、

訪
問

看
護

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

等
の

協
力

を
得

な
が

ら
、

在
宅

で
人

工
呼

吸
器

装
着

等
を

装
着

し
て

い
る

医
療

的
ケ

ア
児

・
者

を
対

象
と

し
た

災
害

時
の

個
別

避
難

計
画

の
作

成
を

試
行

的
に

実
施

し
、

効
果

的
な

作
成

手
法

及
び

今
後

の
実

施
体

制
の

確
立

を
目

指
す

.

3
茨

城
県

常
総

市
「

マ
イ

タ
イ

ム
ラ

イ
ン

を
活

用
し

た
包

括
連

携
型

地
域

社
会

作
り

」
【

OT
PI

S】
Ou

r 
Ti

m
el

in
e 

Pl
an

ni
ng

 in
 Ib

ar
ak

i S
ou

th
（

国
、

県
、

大
学

と
連

携
し

地
域

社
会

の
共

助
に

よ
る

個
別

避
難

計
画

作
成

を
重

視
す

る
）

筑
波

大
学

と
連

携
し

て
優

先
度

を
判

定
し

，
近

隣
市

や
福

祉
事

業
所

と
も

連
携

し
実

効
性

の
あ

る
個

別
避

難
計

画
の

作
成

を
検

討
す

る
。

個
別

避
難

計
画

の
作

成
と

併
せ

て
，

迅
速

か
つ

正
確

な
安

否
確

認
の

方
法

を
検

証
す

る
。

4
茨

城
県

つ
く

ば
み

ら
い

市
「

マ
イ

タ
イ

ム
ラ

イ
ン

を
活

用
し

た
包

括
連

携
型

地
域

社
会

作
り

」
【

OT
PI

S】
Ou

r 
Ti

m
el

in
e 

Pl
an

ni
ng

 in
 Ib

ar
ak

i S
ou

th
（

国
、

県
、

大
学

と
連

携
し

地
域

社
会

の
共

助
に

よ
る

個
別

避
難

計
画

作
成

を
重

視
す

る
）

筑
波

大
学

と
連

携
し

て
避

難
行

動
要

支
援

者
の

優
先

度
を

判
定

し
、

個
別

避
難

計
画

の
作

成
支

援
を

す
る

。
課

題
と

し
て

福
祉

避
難

所
へ

の
移

動
・

移
送

に
つ

い
て

、
支

援
者

の
確

保
及

び
移

送
可

能
な

体
制

を
整

備
し

、
常

総
市

か
ら

の
広

域
避

難
者

の
受

け
入

れ
体

制
を

構
築

す
る

。

5
群

馬
県

館
林

市
避

難
行

動
要

支
援

者
個

別
避

難
計

画
作

成
の

た
め

の
モ

デ
ル

事
業

市
防

災
・

福
祉

部
門

に
加

え
館

林
市

社
会

福
祉

協
議

会
も

参
画

し
た

策
定

体
制

を
構

築
し

、
共

助
と

公
助

の
役

割
分

担
と

連
携

を
念

頭
に

、
地

域
住

民
や

福
祉

専
門

職
も

参
画

し
た

個
別

避
難

計
画

作
成

と
そ

の
運

用
の

仕
組

み
づ

く
り

、
モ

デ
ル

事
業

に
よ

る
検

証
を

お
こ

な
い

、
実

効
性

を
高

め
て

い
く

。

6
群

馬
県

榛
東

村
住

民
支

え
合

い
マ

ッ
プ

づ
く

り
と

連
動

し
た

個
別

避
難

計
画

作
成

事
業

榛
東

村
社

会
福

祉
協

議
会

と
連

携
体

制
の

下
、

地
域

住
民

同
士

が
避

難
行

動
要

支
援

者
等

の
状

況
、

地
域

課
題

等
に

つ
い

て
地

図
上

で
情

報
を

把
握

、
共

有
し

て
課

題
解

決
に

向
け

て
話

し
合

う
中

で
、

優
先

度
の

高
い

避
難

行
動

要
支

援
者

等
に

つ
い

て
実

効
性

の
あ

る
個

別
避

難
計

画
を

作
成

す
る

。

7
東

京
都

江
戸

川
区

江
戸

川
区

災
害

時
避

難
行

動
要

支
援

者
対

策
事

業

避
難

行
動

要
支

援
者

対
策

と
し

て
、

福
祉

専
門

職
（

介
護

支
援

専
門

員
・

相
談

支
援

専
門

員
）

や
地

域
避

難
支

援
者

と
連

携
を

し
て

、
よ

り
優

先
度

の
高

い
要

支
援

者
に

対
し

て
個

別
避

難
計

画
の

作
成

を
推

進
し

て
い

く
こ

と
に

よ
り

、
要

支
援

者
と

福
祉

避
難

所
・

地
域

避
難

支
援

者
と

の
平

時
か

ら
の

顔
の

見
え

る
関

係
性

の
構

築
を

促
進

す
る

。

○

8
神

奈
川

県
川

崎
市

高
齢

者
個

別
避

難
計

画
作

成
等

モ
デ

ル
事

業
地

域
を

特
定

し
た

う
え

で
、

避
難

行
動

で
支

援
が

必
要

な
高

齢
者

を
対

象
に

、
民

間
福

祉
事

業
者

や
関

係
団

体
と

連
携

し
、

モ
デ

ル
的

に
個

別
避

難
計

画
の

策
定

を
行

う
。

9
神

奈
川

県
茅

ヶ
崎

市
自

助
・

共
助

・
公

助
の

連
携

に
よ

る
要

支
援

者
の

避
難

の
た

め
の

取
組

避
難

行
動

要
支

援
者

支
援

制
度

の
課

題
と

要
支

援
者

の
避

難
に

関
す

る
現

状
を

踏
ま

え
、

①
真

に
避

難
支

援
が

必
要

な
者

の
把

握
、

②
「

避
難

行
動

シ
ー

ト
（

＝
個

別
避

難
計

画
）

」
の

作
成

、
③

避
難

支
援

体
制

の
確

保
の

３
つ

の
取

り
組

み
を

進
め

る
。

10
新

潟
県

村
上

市
地

域
防

災
と

介
護

・
福

祉
の

連
携

に
よ

る
個

別
避

難
計

画
作

成
推

進
事

業
地

域
防

災
と

介
護

・
福

祉
等

の
関

係
者

が
参

画
し

、
要

支
援

者
の

災
害

リ
ス

ク
や

心
身

の
状

況
等

の
適

切
な

評
価

、
避

難
支

援
が

必
要

な
者

の
範

囲
等

を
検

討
し

、
個

別
避

難
計

画
の

作
成

に
繋

げ
る

と
と

も
に

、
地

域
に

お
い

て
持

続
可

能
な

避
難

支
援

体
制

の
構

築
を

目
指

す
。

○

11
福

井
県

永
平

寺
町

令
和

3年
度

　
永

平
寺

町
個

別
避

難
計

画
作

成
事

業
個

別
避

難
計

画
作

成
モ

デ
ル

事
業

を
活

用
し

個
別

避
難

計
画

を
広

く
普

及
さ

せ
る

た
め

の
効

率
的

な
手

法
を

学
び

、
町

内
の

同
意

増
加

と
個

別
避

難
計

画
の

推
進

を
図

る
。

―

12
長

野
県

長
野

市
優

先
度

を
踏

ま
え

た
個

別
避

難
計

画
の

作
成

～
災

害
福

祉
カ

ン
タ

ン
マ

ッ
プ

の
実

証
実

験
～

市
内

モ
デ

ル
地

区
に

お
い

て
、

福
祉

・
介

護
事

業
所

、
住

民
の

協
働

に
よ

る
優

先
度

を
踏

ま
え

た
個

別
避

難
計

画
作

成
の

実
証

実
験

を
実

施
し

、
今

後
、

全
地

区
に

お
い

て
個

別
避

難
計

画
を

作
成

し
て

い
く

際
の

モ
デ

ル
を

構
築

す
る

。
―

個
別

避
難

計
画

作
成

モ
デ

ル
事

業
実

施
団

体
（

モ
デ

ル
団

体
）

一
覧

○ ○ ―
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No
.

都
道

府
県

名
市

区
町

村
名

市
町

村
事

業
名

（
※

１
）

取
組

概
要

都
道

府
県

事
業

の
有

無
（

※
２

）

13
静

岡
県

富
士

市
【

静
岡

県
モ

デ
ル

事
業

】
個

別
避

難
計

画
（

災
害

時
ケ

ア
プ

ラ
ン

）
の

市
内

展
開

促
進

事
業

個
別

避
難

計
画

（
災

害
時

ケ
ア

プ
ラ

ン
）

の
作

成
促

進
に

関
す

る
講

演
会

等
及

び
個

別
避

難
計

画
を

作
成

す
る

者
の

優
先

度
等

に
つ

い
て

の
検

討
会

議
を

開
催

す
る

こ
と

等
を

通
じ

、
個

別
避

難
計

画
の

作
成

を
市

内
全

域
に

展
開

す
る

。
○

14
愛

知
県

犬
山

市
災

害
時

に
避

難
で

き
る

犬
山

へ
 ～

実
効

性
の

あ
る

支
援

を
め

ざ
し

て
～

福
祉

専
門

職
や

民
生

委
員

児
童

委
員

等
と

連
携

し
、

災
害

時
の

役
割

分
担

や
支

援
の

タ
イ

ミ
ン

グ
を

明
確

に
し

た
、

よ
り

実
効

性
の

あ
る

個
別

避
難

計
画

を
作

成
す

る
プ

ロ
セ

ス
を

構
築

す
る

。
―

15
滋

賀
県

高
島

市
「

滋
賀

モ
デ

ル
」

と
の

連
携

に
よ

る
高

島
市

個
別

避
難

計
画

作
成

事
業

滋
賀

県
に

お
け

る
避

難
行

動
要

支
援

者
の

個
別

避
難

計
画

推
進

に
係

る
、

防
災

と
保

健
・

福
祉

の
連

携
促

進
モ

デ
ル

「
滋

賀
モ

デ
ル

」
と

連
携

し
、

高
島

市
が

こ
れ

ま
で

推
進

し
て

き
た

要
配

慮
者

個
別

支
援

計
画

の
取

り
組

み
を

拡
充

し
て

取
り

組
む

。
○

16
京

都
府

福
知

山
市

福
知

山
市

避
難

の
あ

り
方

推
進

事
業

　
災

害
時

ケ
ア

プ
ラ

ン
モ

デ
ル

実
施

事
業

令
和

元
年

度
か

ら
2年

度
に

か
け

て
行

っ
た

「
福

知
山

市
避

難
の

あ
り

方
検

討
会

」
の

最
終

と
り

ま
と

め
の

方
向

性
に

基
づ

き
、

市
の

要
配

慮
者

の
避

難
体

制
構

築
の

推
進

を
図

る
た

め
、

災
害

時
ケ

ア
プ

ラ
ン

策
定

の
モ

デ
ル

実
施

に
取

り
組

む
。

○

17
大

阪
府

豊
中

市
豊

中
市

災
害

時
個

別
避

難
計

画
推

進
事

業
介

護
保

険
･障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
事

業
者

等
の

福
祉

専
門

職
や

民
生

委
員

・
児

童
委

員
や

校
区

福
祉

委
員

会
等

と
検

討
し

、
個

別
避

難
計

画
の

様
式

等
を

作
成

。
モ

デ
ル

地
区

に
て

避
難

訓
練

を
実

施
し

、
地

域
住

民
等

の
意

見
を

反
映

さ
せ

な
が

ら
個

別
避

難
計

画
を

作
成

す
る

。

18
大

阪
府

熊
取

町
個

別
避

難
計

画
策

定
推

進
事

業
介

護
支

援
専

門
員

等
の

福
祉

専
門

職
が

、
個

別
避

難
計

画
の

策
定

の
プ

ロ
セ

ス
に

参
加

す
る

こ
と

に
よ

り
個

別
避

難
計

画
の

策
定

率
向

上
を

目
指

す
。

地
域

住
民

と
介

護
支

援
専

門
員

等
を

つ
な

ぐ
橋

渡
し

的
な

役
割

を
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
ソ

ー
シ

ャ
ル

ワ
ー

カ
ー

が
担

う
。

19
兵

庫
県

明
石

市
災

害
時

要
配

慮
者

に
対

す
る

個
別

支
援

計
画

の
作

成

近
い

将
来

発
生

が
予

想
さ

れ
る

南
海

ト
ラ

フ
地

震
な

ど
の

災
害

時
に

お
い

て
も

迅
速

か
つ

確
実

に
安

全
が

確
保

で
き

る
よ

う
、

地
域

等
へ

の
避

難
行

動
要

支
援

者
名

簿
の

提
供

拡
大

及
び

活
用

の
促

進
を

図
る

と
と

も
に

、
避

難
支

援
が

必
要

な
要

配
慮

者
ひ

と
り

一
人

に
応

じ
た

個
別

支
援

計
画

の
作

成
を

促
進

す
る

。

20
兵

庫
県

宝
塚

市
連

携
と

協
働

に
よ

る
災

害
時

要
援

護
者

支
援

制
度

促
進

事
業

民
生

児
童

委
員

連
合

会
の

避
難

支
援

組
織

へ
の

手
上

げ
で

制
度

が
全

市
的

な
取

組
と

な
っ

て
い

る
が

、
認

知
度

が
低

い
こ

と
や

支
援

者
不

足
な

ど
課

題
も

多
い

。
庁

内
外

を
問

わ
ず

連
携

・
協

働
し

て
個

別
避

難
計

画
を

作
成

し
周

知
す

る
こ

と
で

、
課

題
の

解
決

や
、

み
ん

な
で

助
か

る
・

助
け

合
う

地
域

づ
く

り
を

進
め

る
。

21
兵

庫
県

丹
波

市
災

害
種

別
に

対
応

し
た

実
効

性
の

高
い

個
別

避
難

計
画

の
基

準
、

事
務

フ
ロ

ー
の

作
成

事
業

個
別

避
難

計
画

作
成

上
の

最
も

困
難

な
避

難
所

ま
で

の
移

動
方

法
に

つ
い

て
、

「
公

」
が

ど
こ

ま
で

関
わ

れ
る

か
、

ま
た

ど
の

よ
う

な
対

象
者

な
ら

ば
「

公
」

の
関

り
が

適
切

と
認

め
ら

れ
る

の
か

の
基

準
を

作
成

す
る

。

22
岡

山
県

岡
山

市
岡

山
市

逃
げ

遅
れ

ゼ
ロ

を
目

指
す

防
災

戦
略

　
～

み
ん

な
の

命
を

つ
な

ぐ
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
～

災
害

種
別

や
計

画
作

成
の

取
組

の
進

捗
度

合
い

等
の

異
な

る
市

内
３

地
区

を
モ

デ
ル

地
区

に
選

定
し

、
自

主
防

災
組

織
を

中
心

と
し

た
地

域
住

民
、

庁
内

外
の

防
災

と
福

祉
の

関
係

者
等

と
が

連
携

し
、

要
支

援
者

の
心

身
の

状
況

に
応

じ
た

計
画

作
成

プ
ロ

セ
ス

モ
デ

ル
の

構
築

を
目

指
す

。

○

23
広

島
県

広
島

市
自

助
、

共
助

、
公

助
を

組
み

合
わ

せ
た

個
別

避
難

計
画

の
作

成
促

進
事

業
自

助
（

本
人

記
入

の
個

別
避

難
計

画
の

様
式

の
設

定
）

、
共

助
（

モ
デ

ル
学

区
に

お
け

る
地

域
に

よ
る

個
別

避
難

計
画

の
作

成
）

、
公

助
（

介
護

支
援

専
門

員
の

参
画

に
よ

る
個

別
避

難
計

画
の

作
成

）
の

取
組

を
組

み
合

わ
せ

、
個

別
避

難
計

画
の

作
成

促
進

を
行

う
。

24
広

島
県

三
原

市
防

災
と

福
祉

と
の

連
携

に
よ

る
避

難
行

動
要

支
援

者
の

避
難

支
援

体
制

づ
く

り
事

業
地

域
・

福
祉

専
門

職
・

防
災

の
活

動
者

が
参

画
し

て
，

防
災

と
福

祉
と

の
連

携
に

よ
る

避
難

行
動

要
支

援
者

の
避

難
支

援
体

制
づ

く
り

を
行

う
。

ま
た

，
市

民
避

難
行

動
促

進
「

三
原

ス
タ

イ
ル

」
構

築
連

携
協

議
会

の
部

会
で

，
検

証
・

助
言

を
行

う
。

25
徳

島
県

小
松

島
市

避
難

行
動

要
支

援
者

の
避

難
行

動
支

援
事

業
要

配
慮

者
が

自
助

・
互

助
に

つ
い

て
自

分
事

と
し

て
捉

え
、

共
に

考
え

ら
れ

る
よ

う
な

実
効

性
の

あ
る

個
別

避
難

計
画

の
作

成
を

進
め

、
み

な
と

高
等

学
園

等
が

あ
る

発
達

障
が

い
者

総
合

支
援

ゾ
ー

ン
を

活
用

し
た

避
難

先
の

確
保

に
つ

い
て

関
係

機
関

と
検

討
す

る
。

○○○ ○
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No
.

都
道

府
県

名
市

区
町

村
名

市
町

村
事

業
名

（
※

１
）

取
組

概
要

都
道

府
県

事
業

の
有

無
（

※
２

）

26
愛

媛
県

四
国

中
央

市
四

国
中

央
市

防
災

・
福

祉
連

携
避

難
行

動
要

支
援

者
対

策
促

進
事

業
こ

れ
ま

で
未

着
手

で
あ

っ
た

高
齢

者
の

個
別

避
難

計
画

作
成

を
促

進
す

る
た

め
、

介
護

支
援

専
門

員
の

情
報

提
供

を
受

け
な

が
ら

、
自

主
防

災
組

織
等

地
域

の
関

係
者

が
避

難
行

動
要

支
援

者
の

個
別

避
難

計
画

の
検

証
を

行
う

一
連

の
流

れ
を

モ
デ

ル
と

し
て

構
築

す
る

。

27
愛

媛
県

東
温

市
東

温
市

防
災

・
福

祉
連

携
避

難
行

動
要

支
援

者
対

策
促

進
事

業
社

会
福

祉
協

議
会

が
個

別
避

難
計

画
作

成
の

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

と
な

っ
て

、
福

祉
専

門
職

に
情

報
提

供
と

い
う

形
で

関
わ

っ
て

も
ら

い
、

そ
れ

ら
の

情
報

を
基

に
地

域
住

民
主

体
で

計
画

を
作

成
し

実
行

性
を

検
証

す
る

一
連

の
取

組
の

モ
デ

ル
を

構
築

す
る

。

28
高

知
県

黒
潮

町
黒

潮
町

要
配

慮
者

避
難

支
援

対
策

推
進

事
業

「
防

災
」

を
テ

ー
マ

に
関

係
機

関
と

地
域

資
源

を
つ

な
ぎ

な
が

ら
、

自
助

・
共

助
互

助
・

公
助

の
役

割
分

担
を

認
識

し
、

住
み

慣
れ

た
地

域
で

健
康

で
安

心
し

て
暮

ら
す

こ
と

が
で

き
る

ま
ち

を
目

標
に

、
要

配
慮

者
の

避
難

支
援

に
つ

い
て

実
効

性
の

あ
る

取
組

み
を

目
指

す
。

○

29
佐

賀
県

鳥
栖

市
避

難
行

動
要

支
援

者
個

別
避

難
計

画
作

成
支

援
の

た
め

の
モ

デ
ル

事
業

日
頃

か
ら

要
支

援
者

を
把

握
し

て
い

る
専

門
職

や
関

係
機

関
と

連
携

し
、

効
果

的
・

効
率

的
な

個
別

避
難

計
画

作
成

プ
ロ

セ
ス

構
築

を
目

指
す

と
と

も
に

、
要

支
援

者
本

人
や

家
族

に
平

時
の

備
え

を
促

し
、

防
災

意
識

の
向

上
を

図
る

。
―

30
長

崎
県

長
崎

市
避

難
行

動
要

支
援

者
支

援
事

業
災

害
発

生
時

の
よ

り
具

体
的

な
備

え
と

な
る

よ
う

個
別

避
難

計
画

の
内

容
の

見
直

し
や

、
優

先
順

位
を

設
け

た
う

え
で

介
護

支
援

専
門

員
の

参
画

に
よ

る
個

別
避

難
計

画
策

定
に

重
点

を
お

い
て

推
進

す
る

。
○

31
熊

本
県

益
城

町
災

害
に

負
け

な
い

地
域

の
つ

な
が

り
づ

く
り

事
業

～
個

別
避

難
計

画
を

活
用

し
た

地
域

の
つ

な
が

り
づ

く
り

～

避
難

支
援

計
画

作
成

や
避

難
支

援
に

係
る

地
域

の
負

担
を

分
散

す
る

た
め

に
、

地
域

の
支

援
者

（
民

生
委

員
等

）
と

避
難

支
援

者
（

自
主

防
災

組
織

等
）

の
役

割
を

明
確

化
し

、
平

時
・

災
害

時
共

に
各

支
援

者
が

協
力

で
き

る
体

制
構

築
の

た
め

の
検

証
を

行
う

。
―

32
大

分
県

別
府

市
別

府
市

イ
ン

ク
ル

ー
シ

ブ
防

災
事

業
イ

ン
ク

ル
ー

シ
ブ

防
災

の
取

組
と

し
て

、
難

病
患

者
等

の
医

療
的

ケ
ア

を
要

す
る

方
の

個
別

支
援

計
画

を
作

成
す

る
。

―

33
宮

崎
県

延
岡

市
延

岡
市

避
難

行
動

要
支

援
者

支
援

検
討

事
業

地
域

・
福

祉
専

門
職

・
行

政
に

加
え

、
個

別
避

難
計

画
策

定
に

精
通

し
た

専
門

家
に

も
参

画
い

た
だ

き
、

検
討

会
を

開
催

す
る

と
と

も
に

、
個

別
避

難
計

画
作

成
に

携
わ

る
「

個
人

」
「

地
域

」
「

福
祉

専
門

職
」

の
方

々
が

簡
易

に
か

つ
一

定
の

精
度

を
も

っ
て

計
画

づ
く

り
が

で
き

る
よ

う
支

援
ツ

ー
ル

を
作

成
す

る
。

○

34
沖

縄
県

那
覇

市
地

域
に

お
け

る
個

別
避

難
計

画
作

成
事

業
個

別
避

難
計

画
の

作
成

を
促

進
す

る
に

は
地

域
住

民
の

協
力

が
必

要
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
那

覇
市

社
会

福
祉

協
議

会
が

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

ト
を

行
い

、
要

支
援

者
本

人
や

そ
の

家
族

、
校

区
ま

ち
づ

く
り

協
議

会
な

ど
の

地
域

団
体

と
連

携
し

個
別

避
難

計
画

を
作

成
す

る
。

○○

※
１

　
市

町
村

事
業

・
・

・
個

別
避

難
計

画
の

作
成

プ
ロ

セ
ス

の
構

築
に

取
り

組
む

市
町

村
の

事
業

（
計

３
４

団
体

）
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

（
注

：
特

別
区

も
市

町
村

事
業

の
対

象
と

な
る

。
）

※
２

　
都

道
府

県
事

業
・

・
・

域
内

の
市

町
村

事
業

の
成

果
等

を
共

有
す

る
場

を
設

け
、

意
見

交
換

を
し

て
改

善
し

、
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
横

展
開

す
る

こ
と

な
ど

に
取

り
組

む
都

道
府

県
の

事
業

（
計

１
８

団
体

）
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個別避難計画作成への活用の可能性がある制度 

― 国土交通省所管の防災・安全交付金 － 
 

・地方公共団体等が行う、地域住民の命と暮らしを守る総合的な老朽化対

策や、事前防災・減災対策、地域における総合的な生活空間の安全確保

の取組みについては、国土交通省所管の「防災・安全交付金」で支援さ

れています。地方公共団体等は、地域が抱える政策課題を自ら抽出し、

定量的な指標による目標を設定した、おおむね３～５年の「社会資本総

合整備計画」（以下、「整備計画」という。）を作成します。国は整備計

画に対し国費を配分し、地方公共団体等は、整備計画へ配分された国費

の範囲内で、整備計画内の各事業へ自由に国費を充当できます。また、

整備計画の目標実現のための基幹的な社会資本整備事業（基幹事業）の

ほか、目標実現のため基幹事業と一体となって、その効果を一層高める

ために必要なソフト事業等についても、一定の範囲内で「効果促進事業」

として実施可能です（例：ハザードマップの作成）。 

 

・市町村が行う周辺住民の個別避難計画の作成が、整備計画の基幹事業と

一体となり、基幹事業の効果を一層高めるために必要な取組みであれ

ば、効果促進事業として実施できる場合があります。 

 

・防災・安全交付金の活用を検討される場合は、個別避難計画の作成につ

いて、地方公共団体等の防災・安全交付金担当部局に情報共有し、当該

部局が行う基幹事業の効果促進事業になり得るかを、ご相談下さい。 

 

・なお、本内容については、国土交通省と調整済である。 

別紙４－１ 
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事 務 連 絡 

令和３年６月 2 2 日 

 

各地方公共団体等 防災・安全交付金担当課 御中 

 

国 土 交 通 省 大 臣 官 房 

社会資本整備総合交付金等総合調整室 

 

 

個別避難計画の作成に係る防災・安全交付金の活用について（周知） 

 

 

 平素より、国土交通行政の推進について、ご尽力いただき、厚く御礼申し上げます。 

頻発化する自然災害に対応して、災害時における円滑かつ迅速な避難の確保及び災害 

対策の実施体制の強化を図るため、令和３年５月 20 日に「災害対策基本法等の一部を  

改正する法律」（令和３年法律第 30号）が施行されました。改正法では、避難行動要支援

者の避難の実効性確保に向け、個別避難計画の作成が市町村の努力義務とされており、  

今後は、市町村が個別避難計画の作成を進めることとなります。 

ハザードマップの作成や防災訓練の実施等については、従前より、基幹事業として実施

される社会資本整備と一体となってその効果を一層高めるために必要な事業であることか

ら、防災・安全交付金の効果促進事業として支援しているところです。個別避難計画は、

自ら避難することが困難な高齢者や障害者等の避難行動要支援者ごとに作成する避難支援

のための計画であり、ハザードマップを活用した避難訓練の実施を含むものであることか

ら、防災・安全交付金で実施する防災施設の整備等（基幹事業）と一体で同計画の作成を

進めることで地域の防災力を向上させ、基幹事業の効果をより促進させることになると考

えられます。 

個別避難計画作成等への支援策等については、別添の通り令和 3年 6月 22日付けで内

閣府政策統括官（防災担当）付参事官（避難生活担当）及び厚生労働省福祉担当関係課よ

り都道府県・市区町村の防災・福祉担当部署に通知されているところです。 

つきまして、貴団体の防災や福祉を担当する部局とも連携し、防災・安全交付金を適切

にご活用いただきますようお願いいたします。なお、下記のとおり、個別避難計画の作成

に係る防災・安全交付金の活用の考え方を整理していますので、防災・安全交付金の活用

にあたっては、ご留意いただきますようお願いいたします。 

 

記 

 

＜個別避難計画の作成に係る防災・安全交付金の活用の考え方（河川・ダム事業、下水道事業）＞ 

 

○ 個別避難計画を作成する上で前提となる想定最大規模降雨に対応したハザードマップ

が公表（※１）されている地域であって社会資本総合整備計画に基づき実施される基幹

別 紙 ４ － ２ 
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事業により被害が軽減される地域であること。（※２） 

※１同年度中に、新たに浸水想定区域図およびハザードマップの公表が見込まれる場合を含む 

※２洪水予報河川又は水位周知河川に指定されていないダム下流河川においては、ダムの施設能力を 

上回る洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保等を図るため、想定最大規模降雨により当該河川が氾濫

した場合の浸水想定図に基づき、ハザードマップが公表されている地域であること（公表が見込ま

れる場合を含む） 

 

○ 当該地域に居住する住民を対象とした、基幹事業の整備効果及び整備後にも残るリス

クを理解していただく説明会やワークショップの開催並びにマイ・タイムライン（一人

ひとりの避難行動計画）の検討と一体となった個別避難計画作成の取り組みであるこ

と。 

 

○ 以上の条件を満たす場合は、基幹事業の効果促進に該当すると考えられる。 

 

 

＜個別避難計画の作成に係る防災安全交付金の活用の考え方（砂防事業）＞ 

 

○ 個別避難計画を作成する上で前提となる土砂災害防止対策の推進に関する法律に基づ

き指定される土砂災害警戒区域等に関するハザードマップが公表（※）されている地域

であって、社会資本総合整備計画に基づき実施される基幹事業により被害が軽減され

る地域であること。 

※ 同年度中に、新たにハザードマップの公表が見込まれる場合を含む 

 

○ 当該地域に居住する住民を対象とした、基幹事業の整備効果及び整備後にも残るリス

クを理解していただく説明会やワークショップの開催並びに地区防災計画の検討と一

体となった個別避難計画作成（※）の取り組みであること。 

※ 個別避難計画作成に当たっては、土砂災害に関する知見等を有するボランティア等の助言を活用す

ること等が考えられる。 

 

○ 以上の条件を満たす場合は、基幹事業の効果促進に該当すると考えられる。 

 

 

＜個別避難計画の作成に係る防災安全交付金の活用の考え方（海岸事業）＞ 

 

○ 個別避難計画を作成する上で前提となる想定最大規模の津波・高潮に対応したハザー

ドマップが公表（※）され、社会資本総合整備計画に基づき防災・安全交付金において 

計画している防災施設の整備（基幹事業）によって被害が軽減される地域であること。 

※ 同年度中に、新たにハザードマップの公表が見込まれる場合を含む 

 

○ 当該地域に居住する住民を対象とした、基幹事業の整備効果及び整備後にも残るリス
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クを理解していただく説明会やワークショップの開催並びにマイ・タイムライン等（一

人ひとりの避難行動計画）の検討と一体となった個別避難計画作成の取り組みである

こと。 

 

○ 以上の条件を満たす場合は、基幹事業の効果促進に該当すると考えられる。 

 

 

 

（注）記載以外の基幹事業における効果促進事業としての活用を拒むものではありません。 
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個別避難計画作成への活用の可能性がある制度 

― 農林水産省所管の農山漁村地域整備交付金 － 
 

・農山漁村地域整備交付金は、地方公共団体が策定する「農山漁村地域整

備計画」に基づく農業水利施設、漁港施設や海岸保全施設の老朽化及び

耐震化対策、山地災害対策等の農山漁村の防災・減災対策、水田の大区

画化・汎用化等の整備や、森林・林業の再生等の地域活性化の取組を支

援する交付金です。また、本交付金では、施設整備と一体となって、施

設整備の効果を一層高めるために必要な取組を「効果促進事業」として

交付金の対象としています。 

 

・個別避難計画の作成が、本交付金による施設整備の効果を一層高めるた

めに必要な場合であれば、効果促進事業として実施できる場合があり

ます。 

 

・農山漁村地域整備交付金は、都道府県の農地整備担当部局から所管の地

方農政局に申請されます。個別避難計画の作成について、農地整備担当

部局に情報共有しつつ、農地整備担当部局が行う施設整備の効果促進

事業になり得るかを、ご相談下さい。 

 

・なお、本内容については、農林水産省と調整済である。 
 

 

  

別 紙 ５ 
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別 添 チ ラ シ 



５

４

３
２
１ 早期注意情報

（気象庁）

大雨・洪水・高潮注意報
（気象庁）

高齢者等避難※３

避難指示※２

＜警戒レベル４までに必ず避難！＞

早期注意情報
（気象庁）

大雨・洪水・高潮注意報
（気象庁）

避難準備・
高齢者等避難開始

・避難指示（緊急）
・避難勧告

災害発生情報
（発生を確認したときに発令）

これまでの避難情報等

警戒レベル

緊急安全確保※１

新たな避難情報等

こ う れ い し ゃ と う ひ な ん

ひ な ん し じ

き ん き ゅ う あ ん ぜ ん か く ほ

災害の
おそれ高い
災害の
おそれ高い

災害発生
又は切迫
災害発生
又は切迫

災害の
おそれあり
災害の
おそれあり

気象状況悪化気象状況悪化

今後気象状況
悪化のおそれ
今後気象状況
悪化のおそれ

※１ 市町村が災害の状況を確実に把握できるものではない等の理由から、警戒レベル５は必ず発令される情報ではありません。
※２ 避難指示は、これまでの避難勧告のタイミングで発令されることになります。
※３ 警戒レベル３は、高齢者等以外の人も必要に応じ普段の行動を見合わせ始めたり、避難の準備をしたり、危険を感じたら自主的に避難する
　　 タイミングです。

内閣府（防災担当）・消防庁

5 4 3警戒レベル５は、
すでに安全な避難ができず

命が危険な状況です。
警戒レベル５緊急安全確保の
発令を待ってはいけません！

避難勧告は廃止されます。
これからは、

警戒レベル４避難指示で
危険な場所から全員避難

しましょう。

避難に時間のかかる
高齢者や障害のある人は、
警戒レベル３高齢者等避難で

危険な場所から避難
しましょう。

令和３年５月２０日から

避難勧告は廃止です
ひ な ん か ん こ く

避難指示で必ず避難
ひ な ん し じ

警戒レベル

４



「避難」って
何すれば
いいの？

小中学校や公民館に行くことだけ
が避難ではありません。
「避難」とは「難」を「避」けること。
下の４つの行動があります。

ハザードマップで以下の
「３つの条件」を確認し
自宅にいても大丈夫かを
確認することが必要です。

安全なホテル・旅館
への立退き避難

行政が指定した避難場所
への立退き避難

安全な親戚・知人宅
への立退き避難

普段から
どう行動するか
決めておき
ましょう

ホテル ここなら安全！

※土砂災害の危険がある
　区域では立退き避難が
　原則です。

想定最大浸水深

※ハザードマップで安全か
　どうかを確認しましょう。

通常の宿泊料が必要
です。事前に予約・
確認しましょう。

旅館

公民館

小・中学校

自ら携行するもの
 ・マスク
 ・消毒液
 ・体温計
 ・スリッパ　等 ※ハザードマップで安全か

　どうかを確認しましょう。

普段から災害時に避難
することを相談して
おきましょう。 親戚・知人宅

屋内安全確保

水、食糧、薬等の確保が困難になる
ほか、電気、ガス、水道、トイレ等の
使用ができなくなるおそれがあります

※❶家屋倒壊等氾濫想定区域や❸水がひくまでの時間（浸水継続時間）はハザードマップに記載がない場合がありますので、お住いの
　市町村へお問い合わせください。

「３つの条件」が確認できれば浸水の危険があっても自宅に留まり安全を確保することも可能です



障 障 発 ０ ９ ０ ９ 第 １ 号

平 成 ２ ８ 年 ９ 月 ９ 日

都道府県

指定都市 障害保健福祉主管部（局）長 殿

中 核 市

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長

（ 公 印 省 略 ）

障害者支援施設等における利用者の安全確保及び非常災害時の体制整備の強化・徹底に

ついて

８月３１日に、岩手県下閉伊郡岩泉町の認知症高齢者グループホームにおいて、台風

第１０号に伴う暴風及び豪雨による災害発生により多数の利用者が亡くなるという痛ま

しい被害がありました。

障害者支援施設等においても、介護保険施設等同様、自力避難困難な方も多く利用

されていることから、利用者の安全を確保するため、水害・土砂災害を含む各種災害に

備えた十分な対策を講じる必要があります。

これまでも「社会福祉施設における防災対策の再点検等について」（平成 10 年８月 31

日社援第 2153 号）等のほか、今回の被害を踏まえ発出した「社会福祉施設等における

非常災害対策及び入所者等の安全の確保について」（平成 28 年９月１日雇児総発

0901 第３号、社援基発 0901 第１号、障障発 0901 第１号、老高発 0901 第１号）の各通

知及び関係法令に基づき、障害者支援施設等の非常災害対策に万全を期するよう、

指導を行っていただいているところですが、今回の被害の状況を踏まえて特に留意すべ

き事項を下記のとおりまとめましたので、管内市町村及び貴管下障害者支援施設等へ

周知いただくとともに、都道府県等におかれては、水害・土砂災害を含む非常災害時の

計画の策定状況、避難訓練の実施状況（実施時期等）に関し、指導・助言いただき、そ

の結果について点検いただくようお願いいたします。

各



また、下記３に記載しているとおり、非常災害対策計画の策定状況や避難訓練の実

施状況については、別紙項目について年末時点の状況を調査する予定ですので、ご承

知おきください。

なお、本通知につきましては、内閣府や消防庁等関係省庁及び省内関係部局と協議

済みであることを申し添えます。

記

１ 情報の把握及び避難の判断について

障害者支援施設等の管理者を含む職員は、日頃から、気象情報等の情報把握に努めるとと

もに、市町村が発令する「避難準備情報」、「避難勧告」等の情報については、確実に把握し、利

用者の安全を確保するための行動をとるようにすること。

このため、災害時に市町村が発令する「避難準備情報」等を障害者支援施設等が入手する方

法について、停電等の場合も含め、予め所在市町村に確認すること。

また、「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン」（平成 27年８月 19日付内閣府策

定）において、「避難準備情報」発令の段階で、災害時要配慮者は、避難の開始が求められるこ

とから、予め定めた避難場所へ避難するなど適切な行動をとる旨、避難計画に定め、発令された

際には適切に行動すること。「避難勧告」や「避難指示」においても、適切に行動すること。なお、

これらの実施に当たっては、内閣府が作成した別添１「水害や土砂災害から命を守るため

に！～社会福祉施設など災害時要配慮者利用施設の管理者の皆様へ～」も参照すること。

特に、近年、「想定外」の大規模な災害が発生することも多いことから、過去の経験のみに頼る

ことなく、利用者の安全を確保するために必要な対応を最優先に検討し、早め早めの対応を講じ

ること。

「避難準備情報」等に基づき、職員に求められる行動に関しては、別添２「今後の水害等に備

えた警戒避難体制の確保について（周知依頼）」（平成 28 年９月２日付事務連絡（厚生労働省雇

用均等・児童家庭局総務課、社会・援護局福祉基盤課、社会・援護局障害保健福祉部障害福祉

課、老健局高齢者支援課）を参照願いたい。

２ 非常災害対策計画の策定及び避難訓練について

障害者支援施設等は、非常災害に関する具体的な計画（以下「非常災害対策計画」とい

う。）を定めることとされているが、この計画では、火災に対処するための計画のみではな

く、火災、水害・土砂災害、地震等に対処するための計画を定めることを想定しており、

必ずしも災害ごとに別の計画として策定する必要はないが、水害・土砂災害、地震等地域



の実情にも鑑みた災害にも対処できるものとすること。

非常災害対策計画に盛り込む項目としては、以下の例が考えられる。非常災害対策計画

は、実際に災害が起こった際にも利用者の安全が確保できる実効性のあるものとすること

が重要であり、別添３の資料も参考としながら、各障害者支援施設等の状況や地域の実情

を踏まえた内容とすること。

【具体的な項目例】

・障害者支援施設等の立地条件（地形 等）

・災害に関する情報の入手方法（「避難準備情報」等の情報の入手方法の確認等）

・災害時の連絡先及び通信手段の確認（自治体、家族、職員 等）

・避難を開始する時期、判断基準（「避難準備情報発令」時 等）

・避難場所（市町村が指定する避難場所、施設内の安全なスペース 等）

・避難経路（避難場所までのルート（複数）、所要時間 等）

・避難方法（利用者ごとの避難方法（車いす、徒歩等） 等）

・災害時の人員体制、指揮系統（災害時の参集方法、役割分担、避難に必要な職員数 等）

・関係機関との連携体制 等

また、非常災害対策計画の内容を職員間で十分共有するとともに、関係機関と避難場所

や災害時の連絡体制等必要な事項について認識を共有すること。

さらに、避難訓練を実施し、非常災害対策計画の内容を検証し、見直しを行うこと。そ

の際には、夜間の時間帯にも実施するなど、混乱が想定される状況にも対応できるよう、

訓練を実施すること。

非常災害対策計画の策定過程においても、災害に関する情報の入手方法や避難場所等必

要な情報が施設内で共有されていない場合には、速やかに共有しながら、策定を進めるこ

と。また、非常災害対策計画の策定に際しては、地域の関係者と連携及び協力すること。

上記に記載した留意事項は、今般の事案の課題を踏まえたものであるが、既に発出され

ている通知等も踏まえて障害者支援施設等における非常災害対策を講じること。

非常災害対策計画策定の参考となる資料として別添３の資料を添付するので、併せて参

考とすること。

３ 点検及び指導・助言について

都道府県等は、上記１、２に記載した留意事項を踏まえ、障害者支援施設等における水



害・土砂災害を含む非常災害対策計画の策定状況及び避難訓練の実施状況について点検し、

水害・土砂災害を含む非常災害対策計画が策定されていない場合、策定されているが項目

等が不十分である場合については、速やかに改善し、遅くとも年内までに改善されるよう、

指導・助言を行うこと。

また、避難訓練についても水害・土砂災害を含む避難訓練を実施できていない場合には、

速やかに実施し、遅くとも避難訓練実施の予定を年内までに立てるように指導・助言を行

うこと。

別紙の３の対象施設における別紙の１、２に記載した項目について、今年末時点の状況

を都道府県等において把握及び報告をお願いすることとなる。

なお、別紙の項目については、今後、状況により変更する可能性があることを予めご承

知おき願いたい。

【参考となる資料】

（別添１）「水害や土砂災害から命を守るために！～社会福祉施設など災害時要配慮者利用

施設の管理者の皆様へ～」（内閣府作成）

（別添２）「今後の水害等に備えた警戒避難体制の確保について（周知依頼）」（平成 28 年９月２

日付事務連絡（厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課、社会・援護局福祉基盤課、

社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課、老健局高齢者支援課）

（別添３）「指定障害福祉サービス事業者等のための『非常災害対策計画』作成の手引き」（平成

２６年３月愛知県健康福祉部障害福祉課）

http://www.pref.aichi.jp/shogai/05jigyousha/shitei/index.html



（別紙）

調査項目案（予定）

１ 非常災害対策計画

① 水害・土砂災害を含む非常災害対策が策定されているか。

② ①で策定されている非常災害対策計画に以下の項目がそれぞれ含まれているか。

・障害者支援施設等の立地条件

・災害に関する情報の入手方法

・災害時の連絡先及び通信手段の確認

・避難を開始する時期、判断基準

・避難場所

・避難経路

・避難方法

・災害時の人員体制、指揮系統

・関係機関との連携体制

２ 避難訓練

① 平成 28 年に水害・土砂災害の場合を含む避難訓練が実施されたか。

② されていない場合、実施予定時期はいつか。

３ 対象施設等

・障害者支援施設 ・療養介護事業所 ・生活介護事業所 ・短期入所事業所 ・自立

訓練事業所 ・就労移行支援事業所 ・就労継続支援事業所 ・共同生活援助事業所 ・

障害児入所施設 ・児童発達支援事業所 ・医療型児童発達支援事業所 ・放課後等デ

イサービス事業所 ・児童発達支援センター

※上記項目は厚生労働省において調査する予定の項目を示したものであり、非常災害対策

として上記項目のみを実施すれば足りるというものではない。

※上記項目については、現時点で予定している項目であり、今後、項目の追加・変更等が

ありうる。



 

事 務 連 絡  

平成 30 年６月 22 日 

 

 

   都道府県 

各 指定都市 民生主管部局 御中 

  中 核 市 

 

厚生労働省子ども家庭局子育て支援課 

社会・援護局福祉基盤課 

社会・援護局障害保健福祉部企画課 

老健局総務課 

 

 

社会福祉施設等の耐震対策及び安全点検の状況の確認について 

 

 平成 30年６月 18日に発生した大阪府北部を震源とする地震により、大阪府高槻市立寿

栄小学校においてプールのブロック塀が倒壊し、その塀に挟まれた女子児童が亡くなると

いう事故が発生しました。 

 事故の原因については現在判明していませんが、厚生労働省では従来から、社会福祉施

設等の耐震化について、「国土強靱化アクションプラン 2015」（平成 27年６月 16日国土強

靱化推進本部決定）において、社会福祉施設の耐震化率を平成 30年度までに 95％とする

ことを目標としていること等も踏まえ、着実に推進しているところです。また、社会福祉

施設等の安全点検については、各種管理規程等に基づき実施していただくこととしていま

す。 

 つきましては、各都道府県等におかれては、各社会福祉施設等におけるブロック塀等を

含む耐震対策及び安全点検の状況を確認するとともに、その結果を踏まえ、関係部局・機

関と十分連携の上、速やかに注意喚起を行う等の必要な安全対策を実施していただくとと

もに、本事務連絡の内容について、管内市町村及び社会福祉施設等に対して、周知をお願

いいたします。 

 

 



ブロック塀等の点検のチェックポイント

出典 ：
パンフレット「地震からわが家を守ろう」 日本建築防災協会 2013．1 より一部改

高さ

ブロック塀について、以下の項目を点検し、ひとつでも不適合が
あれば危険なので改善しましょう。
まず外観で１～5をチェックし、ひとつでも不適合がある場合や
分からないことがあれば、専門家に相談しましょう。

□ １．塀は高すぎないか
・塀の高さは地盤から2.2ｍ以下か。

□ ２．塀の厚さは十分か
・塀の厚さは10cm以上か。 （塀の高さが2ｍ超2.2ｍ以下
の場合は15cm以上）

□ ３．控え壁はあるか。 （塀の高さが1.2ｍ超の場合）
・塀の長さ3.4ｍ以下ごとに、塀の高さの1/5以上突出した
控え壁があるか。

□ ４．基礎があるか
・コンクリートの基礎があるか。

□ ５．塀は健全か
・塀に傾き、ひび割れはないか。

＜専門家に相談しましょう＞

□ ６．塀に鉄筋は入っているか
・塀の中に直径９mm以上の鉄筋が、縦横とも 80cm間隔
以下で配筋されており、縦筋は壁頂部および基礎の横筋に、
横筋は縦筋にそれぞれかぎ掛けされているか。
・基礎の根入れ深さは30cm以上か。 （塀の高さが1.2ｍ超の
場合）

ひび割れ

鉄筋

厚さ

根入れ

控え壁

組積造 （れんが造、石造、鉄筋のないブロッ
ク造） の塀の場合

□ １．塀の高さは地盤から1.2ｍ以下か。

□ ２．塀の厚さは十分か。

□ ３．塀の長さ４ｍ以下ごとに、塀の厚さの

1.5倍以上突出した控え壁があるか。

□ ４．基礎があるか。

□ ５．塀に傾き、ひび割れはないか。

＜専門家に相談しましょう＞

□ ６．基礎の根入れ深さは20cm以上か。



 

＜第一段階：外観に基づく点検＞ 
外観目視により、以下の事項に関し問題がないか確認する。高さ及び控え壁等の仕様・寸法につ

いては、組積造については建築基準法施行令第 61 条に、補強コンクリートブロック造の塀につい

ては令第 62 条の 6 及び令第 62 条の 8 に照らして適切か確認する。 
① 高すぎないか。（組積造は 1.2ｍ以下、補強コンクリートブロック造は 2.2ｍ以下） 
② 厚さは十分か。（組積造は壁頂までの距離の 1/10 以上、補強コンクリートブロック造は 10cm＜

高さ 2ｍ超は 15cm＞以上） 
③ 控え壁があるか。（組積造は 4ｍ以下ごとに壁の厚さの 1.5 倍以上突出した控え壁、補強コンク

リートブロック造は 3.4ｍ以下ごとに塀の高さの 1/5 以上突出した控え壁を設ける） 
④ 基礎があるか。 
⑤ 老朽化し亀裂が生じたり、傾き、ぐらつきなどが生じたりしていないか。 

 
＜第二段階：ブロック内部の診断＞ 

補強コンクリートブロック造の場合、外観点検で問題が発見された場合等に、補修方針を検討す

るため、ブロックを一部取り外して以下の事項を確認する。第二段階は建築士、専門工事業者等の

専門家の協力を得て診断することが望ましい。 
⑥ 鉄筋の接合方法、モルタルの充填状況は、令第 62 条の 6に照らして適切か。 

⑦ 鉄筋のピッチ及び定着状況は、令第 62 条の 8に照らして適切か。 

⑧ 基礎の根入れ深さは、令第 61 条又は令第 62 条の 8に照らして適切か。 

  
 （注）補強コンクリートブロック造の場合、構造計算により構造耐力上安全であることが特別に確

かめられる場合は上記の仕様基準によらないことができる。 
 
令第 61 条 
 組積造のへいは、次の各号に定めるところによらなければならない。 
一  高さは、1.2 メートル以下とすること。 
二  各部分の壁の厚さは、その部分から壁頂までの垂直距離の 10 分の 1 以上とすること。 
三  長さ 4 メートル以下ごとに、壁面からその部分における壁の厚さの 1.5 倍以上突出した控壁（木造のものを除
く。）を設けること。ただし、その部分における壁の厚さが前号の規定による壁の厚さの 1.5 倍以上ある場合において
は、この限りでない。 
四  基礎の根入れの深さは、20 センチメートル以上とすること。 
 
令第 62 条の 6 
 コンクリートブロックは、その目地塗面の全部にモルタルが行きわたるように組積し、鉄筋を入れた空胴部及び縦目
地に接する空胴部は、モルタル又はコンクリートで埋めなければならない。 
2  補強コンクリートブロック造の耐力壁、門又はへいの縦筋は、コンクリートブロックの空胴部内で継いではならな
い。ただし、溶接接合その他これと同等以上の強度を有する接合方法による場合においては、この限りでない。 
 
令第 62 条の 8 
補強コンクリートブロック造の塀は、次の各号（高さ 1.2 メートル以下の塀にあつては、第五号及び第七号を除く。）

に定めるところによらなければならない。ただし、国土交通大臣が定める基準に従つた構造計算によつて構造耐力上安
全であることが確かめられた場合においては、この限りでない。 
一  高さは、2.2 メートル以下とすること。 
二  壁の厚さは、15 センチメートル（高さ 2 メートル以下の塀にあつては、10 センチメートル）以上とすること。 
三  壁頂及び基礎には横に、壁の端部及び隅角部には縦に、それぞれ径 9 ミリメートル以上の鉄筋を配置すること。 
四  壁内には、径 9 ミリメートル以上の鉄筋を縦横に 80 センチメートル以下の間隔で配置すること。 
五  長さ 3.4 メートル以下ごとに、径 9 ミリメートル以上の鉄筋を配置した控壁で基礎の部分において壁面から高さの
5 分の 1 以上突出したものを設けること。 
六  第三号及び第四号の規定により配置する鉄筋の末端は、かぎ状に折り曲げて、縦筋にあつては壁頂及び基礎の横筋
に、横筋にあつてはこれらの縦筋に、それぞれかぎ掛けして定着すること。ただし、縦筋をその径の 40 倍以上基礎に
定着させる場合にあつては、縦筋の末端は、基礎の横筋にかぎ掛けしないことができる。 
七  基礎の丈は、35 センチメートル以上とし、根入れの深さは 30 センチメートル以上とすること。 
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平成３０年１２月２７日 

 

   都道府県 

 各 指定都市  障害保健福祉主管部（局）長 殿 

   中 核 市 

 

 

厚生労働省障害保健福祉部障害福祉課長                                          

               （ 公 印 省 略 ） 

 

 

障害者支援施設等における非常災害対策計画の策定及び 

避難訓練の実施に関する調査結果及び指導・助言の徹底について 

 

 

障害者支援施設等における非常災害対策計画の策定状況及び避難訓練の実施状況

については、「障害者支援施設等における非常災害対策計画の策定及び避難訓練の実

施の点検及び指導・助言について」（平成 29 年２月１日障障発 0201 第１号）により、

現状を点検し、必要に応じ指導・助言を行うとともに、点検結果の当省への報告をお

願いしていたところです。このたび、点検結果を別紙のとおり取りまとめましたので

お知らせいたします。 

当該結果においては、非常災害対策計画（以下「計画」という。）を策定していな

い施設や避難訓練が実施されていない施設が散見されるところですが、障害者支援施

設等は、厚生労働省令（指定基準）により、計画の策定及び避難訓練の実施が義務づ

けられています。また、計画については、火災のみではなく、水害・土砂災害、地震

等にも対処できるものとすることを想定しており、昨今の平成 30 年７月豪雨、平成

30 年台風 21・24 号、平成 30 年北海道胆振東部地震等の被災状況を踏まえれば、水害

・土砂災害、地震等はどの地域でも起こりうると考えられることから、それぞれの施

設の属する地域・地形などを考慮し、起こりうる災害に対し網羅的に対応できるもの

とすることが必要です。 

こうした観点から、都道府県等におかれましては、今一度、当該点検結果も参考に

し、貴管内市町村及び障害者支援施設等に対し、適切な計画の策定や避難訓練の実施

について周知・徹底いただくとともに、実地指導等の指導監査などのあらゆる機会を

通じて、施設が所在する地域の環境を踏まえて、計画が策定されていない施設や避難

訓練が実施されていない施設に対し引き続き重点的な指導・助言を行っていただきま

すようお願いいたします。 



別紙

○非常災害対策計画策定状況、避難訓練状況（平成29年３月時点）
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1 北海道 162 6 372 229 56 100 517 1,293 10 7 11 240 2 332 3,337 140 5 274 173 41 67 354 1,023 7 5 8 143 2 181 2,423 72.6% 91 3 168 107 24 40 203 647 5 2 7 82 1 105 1,485 44.5%

2 青森県 39 2 74 53 18 26 103 96 9 2 8 24 2 79 535 26 2 31 25 9 12 76 45 5 2 5 7 2 44 291 54.4% 20 0 18 18 5 10 56 32 3 0 4 5 0 30 201 37.6%

3 岩手県 41 4 98 58 10 17 143 111 5 2 3 32 0 87 611 39 4 80 53 10 10 110 95 5 2 3 30 0 76 517 84.6% 31 4 60 42 7 8 71 42 5 2 3 25 0 59 359 58.8%

4 宮城県 22 2 88 67 13 39 129 66 0 1 7 27 0 79 540 11 2 50 39 6 20 65 36 0 1 5 15 0 56 306 56.7% 9 0 29 31 4 14 36 26 0 0 2 12 0 41 204 37.8%

5 秋田県 37 2 37 25 14 13 66 50 6 2 3 14 1 42 312 24 0 23 13 7 4 25 29 4 0 2 9 1 22 163 52.2% 21 0 16 7 7 3 18 20 3 0 2 7 1 18 123 39.4%

6 山形県 31 3 95 58 28 40 169 114 3 2 5 39 1 74 662 22 2 57 40 14 18 77 46 3 1 4 21 1 41 347 52.4% 15 1 43 32 10 10 50 33 1 1 3 16 1 33 249 37.6%

7 福島県 27 1 53 32 2 9 133 80 9 2 7 59 2 91 507 23 1 40 28 2 6 100 59 8 1 7 41 1 60 377 74.4% 14 0 29 16 0 6 72 32 8 1 4 28 1 41 252 49.7%

8 茨城県 80 5 221 137 79 177 334 167 9 5 3 116 0 234 1,567 35 3 47 55 18 53 93 54 4 1 1 45 0 73 482 30.8% 23 2 34 37 7 30 55 36 1 1 0 30 0 51 307 19.6%

9 栃木県 44 3 112 74 24 44 148 96 4 5 2 21 2 131 710 19 2 48 26 12 9 27 29 1 2 0 9 0 42 226 31.8% 2 1 8 2 0 3 5 2 0 1 0 2 0 15 41 5.8%

10 群馬県 35 5 45 46 4 32 77 56 4 5 6 37 0 160 512 21 1 18 2 1 13 29 14 2 1 2 12 0 70 186 36.3% 14 0 10 1 0 8 17 7 0 0 1 8 0 41 107 20.9%

11 埼玉県 82 7 173 108 30 98 321 202 6 7 21 196 0 409 1,660 46 0 47 51 5 35 95 50 1 0 9 21 0 127 487 29.3% 31 0 37 32 5 32 79 36 0 0 8 18 0 97 375 22.6%

12 千葉県 68 3 213 106 38 76 219 213 10 3 26 237 5 402 1,619 49 1 111 62 19 44 119 80 4 1 8 52 3 99 652 40.3% 38 0 79 47 13 29 85 57 2 0 7 32 2 69 460 28.4%

13 東京都 93 14 479 248 101 297 886 628 8 13 27 323 5 729 3,851 50 10 143 79 21 105 252 177 5 9 13 123 3 341 1,331 34.6% 21 6 76 46 13 74 120 103 3 5 11 86 2 245 811 21.1%

14 神奈川県 42 5 134 83 11 58 215 168 6 5 13 110 0 196 1,046 42 5 103 72 8 38 142 106 6 5 12 76 0 133 748 71.5% 24 2 50 41 3 18 66 51 4 2 6 61 0 96 424 40.5%

15 新潟県 50 3 60 115 30 74 147 72 8 1 4 16 0 43 623 50 1 42 81 23 51 102 38 8 1 4 10 0 24 435 69.8% 29 1 32 53 17 40 75 22 5 1 4 8 0 18 305 49.0%

16 富山県 16 1 47 45 12 14 78 32 2 4 5 22 0 41 319 13 0 31 28 6 7 40 12 1 1 3 15 0 27 184 57.7% 6 0 9 17 4 5 21 9 0 0 2 9 0 16 98 30.7%

17 石川県 18 3 50 2 6 19 91 48 1 1 2 33 0 46 320 18 3 50 2 6 19 87 44 1 1 2 33 0 46 312 97.5% 13 1 38 2 3 10 59 26 1 1 2 20 0 28 204 63.8%

18 福井県 27 2 42 55 13 39 132 113 2 3 6 16 0 49 499 14 0 19 18 5 15 56 54 1 1 3 5 0 19 210 42.1% 12 0 13 13 5 13 45 29 1 1 2 5 0 11 150 30.1%

19 山梨県 29 2 73 37 17 46 109 78 1 1 4 11 1 49 458 23 2 42 25 7 24 58 28 1 1 3 7 1 33 255 55.7% 17 0 25 16 4 12 32 17 1 0 3 4 0 15 146 31.9%

20 長野県 52 7 95 108 27 55 232 140 1 5 9 31 6 111 879 30 1 50 35 10 15 67 70 1 2 2 5 0 24 312 35.5% 19 1 30 23 4 9 42 42 0 0 1 1 0 12 184 20.9%

21 岐阜県 40 0 69 90 8 37 199 63 2 3 6 85 3 169 774 26 0 32 29 5 20 86 30 2 1 1 29 0 62 323 41.7% 14 0 21 17 3 13 55 15 1 1 1 25 0 45 211 27.3%

22 静岡県 53 2 76 84 16 60 215 82 7 2 12 46 0 144 799 30 1 37 15 7 19 90 36 4 2 3 17 0 54 315 39.4% 14 1 15 7 7 11 46 17 1 1 1 11 0 39 171 21.4%

23 愛知県 42 2 191 136 9 73 351 173 7 3 21 243 5 491 1,747 26 2 102 46 4 36 157 84 2 3 6 68 2 201 739 42.3% 22 2 71 38 3 32 123 57 2 3 4 42 2 141 542 31.0%

24 三重県 38 5 122 80 15 33 274 102 4 5 5 59 0 125 867 23 0 55 43 10 15 131 35 1 0 4 40 0 81 438 50.5% 11 0 33 22 7 9 93 18 0 0 4 28 0 55 280 32.3%

25 滋賀県 23 3 90 33 15 29 136 138 2 3 8 21 1 95 597 9 2 31 12 7 12 42 55 0 2 6 8 1 49 236 39.5% 2 2 8 4 2 7 21 21 0 2 4 2 0 22 97 16.2%

26 京都府 30 2 116 89 16 26 138 75 1 3 3 38 2 75 614 13 1 34 30 7 5 43 22 0 2 1 17 1 31 207 33.7% 9 0 25 15 4 2 30 16 0 1 1 7 0 15 125 20.4%

27 大阪府 55 2 293 149 44 95 412 228 7 5 23 324 12 564 2,213 29 2 128 74 22 47 196 92 5 3 7 150 6 256 1,017 46.0% 14 1 48 29 12 16 86 30 3 2 5 62 2 107 417 18.8%

28 兵庫県 65 7 189 139 21 47 313 101 7 6 14 204 5 354 1,472 27 6 48 77 6 23 107 52 3 5 7 75 0 138 574 39.0% 15 6 23 43 4 12 61 27 1 5 3 48 0 91 339 23.0%

29 奈良県 22 1 130 59 10 24 111 63 4 4 7 94 1 153 683 15 1 88 37 5 17 83 43 3 3 7 73 1 102 478 70.0% 13 1 69 29 1 13 70 26 3 3 6 61 0 86 381 55.8%

30 和歌山県 19 3 62 36 9 17 94 53 2 4 11 57 0 82 449 10 3 39 24 4 6 59 25 1 4 7 45 0 64 291 64.8% 9 0 28 16 2 4 35 16 1 2 4 30 0 36 183 40.8%

31 鳥取県 21 2 35 26 8 18 149 37 2 2 7 23 3 48 381 15 2 20 10 6 10 74 16 2 0 5 9 2 19 190 49.9% 11 2 11 8 3 9 58 14 0 0 3 5 1 13 138 36.2%

32 島根県 29 3 41 66 13 19 115 62 5 2 6 17 0 59 437 27 2 27 40 9 13 68 44 5 2 3 10 0 40 290 66.4% 22 2 19 33 7 11 52 36 3 2 3 9 0 34 233 53.3%

33 岡山県 25 2 62 43 7 8 123 47 1 1 10 77 2 87 495 25 2 62 41 7 8 121 45 1 1 10 74 2 86 485 98.0% 11 2 28 17 2 4 65 19 0 1 3 48 1 52 253 51.1%

34 広島県 38 8 113 90 16 36 140 65 5 7 10 68 2 172 770 16 4 23 20 2 11 59 17 2 4 5 20 2 59 244 31.7% 8 0 11 10 1 7 34 11 1 0 0 8 0 36 127 16.5%

35 山口県 42 3 92 79 12 30 123 59 2 1 6 39 1 93 582 42 3 92 79 12 30 123 59 2 1 6 39 1 93 582 100.0% 25 2 44 44 6 12 49 28 2 1 3 12 1 32 261 44.8%

36 徳島県 24 3 28 40 18 22 74 38 3 1 10 57 0 90 408 24 3 28 40 18 22 74 38 3 1 10 57 0 90 408 100.0% 24 3 28 40 18 22 74 38 3 1 10 57 0 90 408 100.0%

37 香川県 15 1 27 35 2 10 65 71 2 1 3 44 0 68 344 15 1 27 35 2 10 65 71 2 1 3 44 0 68 344 100.0% 4 0 7 6 0 2 21 10 2 0 1 13 0 17 83 24.1%

38 愛媛県 33 4 75 41 11 24 120 53 6 3 5 55 0 96 526 19 3 48 23 5 17 80 32 2 3 2 24 0 48 306 58.2% 18 3 41 22 5 12 61 26 2 3 2 19 0 42 256 48.7%

39 高知県 22 2 19 37 3 8 72 31 3 3 5 16 1 41 263 22 1 18 36 1 7 63 28 3 2 4 9 0 30 224 85.2% 22 0 17 33 1 6 56 24 3 1 3 8 0 27 201 76.4%

40 福岡県 97 7 219 164 54 101 370 231 7 8 21 116 0 254 1,649 53 1 76 45 15 30 117 61 3 3 7 31 0 75 517 31.4% 36 1 47 26 9 18 79 39 3 1 5 18 0 42 324 19.6%

41 佐賀県 22 5 41 56 11 26 140 215 2 2 6 38 0 84 648 22 4 30 14 6 22 111 86 2 2 5 19 0 60 383 59.1% 19 3 21 10 4 13 82 56 2 2 4 11 0 39 266 41.0%

42 長崎県 28 5 86 62 21 33 168 98 3 5 6 94 0 156 765 23 2 17 34 5 9 54 70 1 3 2 23 0 47 290 37.9% 19 1 11 26 4 9 39 62 1 2 2 16 0 26 218 28.5%

43 熊本県 52 7 101 72 34 57 249 108 5 3 9 66 0 115 878 45 4 65 47 17 34 115 62 3 3 6 20 0 45 466 53.1% 38 3 49 37 12 24 87 50 2 3 5 14 0 34 358 40.8%

44 大分県 36 6 64 55 15 29 140 89 5 5 13 32 0 97 586 34 3 49 41 8 16 84 50 2 3 10 20 0 73 393 67.1% 28 1 35 30 3 9 40 27 2 1 5 10 0 39 230 39.2%

45 宮崎県 23 3 43 49 7 27 96 48 5 4 8 34 0 59 406 20 2 34 40 5 19 75 38 5 3 6 29 0 49 325 80.0% 17 1 26 31 4 17 65 30 4 1 6 25 0 41 268 66.0%

46 鹿児島県 59 3 104 76 37 47 233 107 7 2 28 138 0 198 1,039 28 1 19 27 9 22 85 46 3 1 11 34 0 47 333 32.1% 27 1 16 23 7 17 68 37 3 1 10 29 0 40 279 26.9%

47 沖縄県 44 5 121 63 47 79 303 78 4 4 0 163 2 272 1,185 10 0 24 15 12 17 71 18 1 1 0 55 0 84 308 26.0% 5 0 14 7 7 13 54 9 0 0 0 38 0 62 209 17.6%

1,992 176 5,170 3,635 1,012 2,288 9,172 6,338 214 168 435 3,852 67 7,625 42,144 1,343 101 2,559 1,881 446 1,062 4,407 3,344 131 97 240 1,718 32 3,589 20,950 49.7% 907 60 1,570 1,206 273 698 2,811 2,028 88 58 170 1,115 15 2,344 13,343 31.7%

48 札幌市 30 2 129 70 28 71 384 164 3 3 9 287 0 326 1,506 24 2 60 30 10 36 163 81 3 3 7 133 0 154 706 46.9% 1 0 2 2 0 4 9 4 1 0 3 15 0 15 56 3.7%

49 仙台市 16 2 45 36 24 35 94 49 1 2 2 22 0 96 424 12 0 25 14 16 19 33 14 1 1 2 11 0 41 189 44.6% 9 0 18 9 13 15 24 11 1 1 0 8 0 27 136 32.1%

50 さいたま市 8 0 48 30 7 36 77 24 1 0 5 36 2 85 359 3 0 28 14 4 23 48 13 0 0 5 20 2 43 203 56.5% 2 0 15 6 2 12 22 3 0 0 1 10 0 22 95 26.5%

51 千葉市 13 3 21 26 2 12 30 31 0 3 5 8 2 43 199 3 1 4 9 0 6 7 9 0 1 4 5 2 4 55 27.6% 1 1 3 6 0 6 1 7 0 1 4 4 2 3 39 19.6%

52 横浜市 22 3 186 61 17 53 174 686 5 3 10 69 0 219 1,508 14 0 121 28 8 29 81 319 2 0 3 0 0 0 605 40.1% 5 0 55 13 5 14 36 90 2 0 2 0 0 0 222 14.7%

53 川崎市 6 1 65 18 8 26 55 81 1 1 4 48 4 98 416 0 0 17 2 2 14 23 16 0 0 1 19 1 43 138 33.2% 0 0 9 1 2 9 13 10 0 0 0 13 0 33 90 21.6%

54 相模原市 8 2 51 22 5 16 54 51 1 2 3 30 1 75 321 3 2 19 9 2 10 22 16 0 2 0 8 0 25 118 36.8% 0 1 9 3 1 5 14 11 0 1 0 5 0 13 63 19.6%

55 新潟市 10 1 43 31 6 23 75 25 0 2 2 20 1 37 276 8 1 25 21 5 15 37 15 0 2 2 13 1 23 168 60.9% 8 1 22 18 5 12 25 13 0 2 2 12 1 19 140 50.7%

56 静岡市 7 2 42 19 3 14 81 25 1 3 1 15 0 64 277 5 0 14 7 2 5 30 5 1 0 0 4 0 20 93 33.6% 3 0 13 5 2 3 23 5 1 0 0 3 0 16 74 26.7%

57 浜松市 16 1 51 42 10 26 76 27 2 1 4 17 0 67 340 15 1 41 39 5 21 58 24 2 1 4 16 0 54 281 82.6% 14 1 26 27 3 16 37 14 1 1 3 8 0 37 188 55.3%

58 名古屋市 16 3 142 78 16 45 227 120 2 2 11 181 0 255 1,098 8 0 47 24 3 24 84 32 1 0 5 53 0 77 358 32.6% 6 0 34 19 1 13 50 21 1 0 5 40 0 60 250 22.8%

59 京都市 19 2 87 40 23 40 168 52 3 3 9 30 0 78 554 2 2 37 9 8 13 57 20 0 3 2 11 0 35 199 35.9% 2 1 19 7 3 7 30 11 0 2 1 10 0 29 122 22.0%

60 大阪市 25 4 216 69 30 113 359 151 6 5 10 260 1 352 1,601 11 0 100 19 9 48 175 66 2 4 6 95 1 159 695 43.4% 5 0 40 9 4 20 74 28 2 4 6 46 1 75 314 19.6%

61 堺市 5 1 58 21 6 21 119 43 0 1 5 67 0 105 452 4 1 48 17 2 11 73 28 0 1 5 65 0 99 354 78.3% 3 0 21 9 2 8 22 4 0 0 5 64 0 97 235 52.0%

62 神戸市 25 1 94 43 16 35 209 55 4 1 8 60 0 159 710 8 0 33 10 3 4 40 15 2 0 2 13 0 24 154 21.7% 6 0 22 5 2 3 38 10 1 0 2 8 0 20 117 16.5%

63 岡山市 15 2 40 29 2 15 120 19 3 2 5 36 0 55 343 14 2 32 25 1 11 81 16 3 2 4 23 0 31 245 71.4% 11 2 25 19 1 11 68 12 2 2 3 13 0 19 188 54.8%

64 広島市 17 1 42 44 6 22 123 27 4 1 5 42 2 155 491 3 0 12 7 2 8 23 7 2 0 3 3 2 28 100 20.4% 1 0 6 3 0 2 14 3 1 0 0 2 0 25 57 11.6%

65 北九州市 11 3 65 34 21 31 136 45 2 2 8 31 0 96 485 9 3 54 29 16 26 92 35 2 2 8 19 0 69 364 75.1% 7 2 44 26 12 21 71 28 2 1 5 13 0 58 290 59.8%

66 福岡市 12 2 61 57 30 66 145 66 3 1 11 6 0 129 589 9 1 36 24 15 50 90 32 3 0 10 3 0 90 363 61.6% 2 1 15 11 6 29 49 17 1 0 8 3 0 53 195 33.1%

67 熊本市 14 1 39 20 11 20 84 49 3 1 3 32 0 73 350 8 0 19 12 7 16 50 23 0 0 2 21 61 219 62.6% 6 0 11 7 4 8 25 12 0 0 0 19 0 48 140 40.0%

295 37 1,525 790 271 720 2,790 1,790 45 39 120 1,297 13 2,567 12,299 163 16 772 349 120 389 1,267 786 24 22 75 535 9 1,080 5,607 45.6% 92 10 409 205 68 218 645 314 16 15 50 296 4 669 3,011 24.5%

都道府県小計

指定都市小計

都道府県市

管内の施設・事業所数（総数）
非常災害対策計画の策定状況

１－①　計画の有無（計画を有しているものの数）

非常災害対策計画の策定状況

１－②　具体的な項目を網羅している施設等の数
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○非常災害対策計画策定状況、避難訓練状況（平成29年３月時点）
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（C）
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68 旭川市 11 2 27 23 3 12 70 37 185 11 2 26 22 3 11 68 36 179 96.8% 5 1 18 12 2 5 41 21 105 56.8%

69 函館市 6 0 16 11 7 7 27 19 93 5 0 16 11 6 3 23 19 83 89.2% 5 0 15 6 1 2 11 13 53 57.0%

70 青森市 13 1 30 12 3 7 55 22 143 7 1 14 8 2 2 32 11 77 53.8% 2 0 2 2 1 1 14 4 26 18.2%

71 盛岡市 5 0 22 9 3 13 42 25 119 4 0 15 7 2 6 22 10 66 55.5% 0 0 5 2 0 0 3 2 12 10.1%

72 秋田市 8 1 20 15 9 5 34 19 111 7 1 15 13 5 2 14 8 65 58.6% 4 1 10 8 3 1 8 6 41 36.9%

73 郡山市 3 0 19 8 7 5 37 80 159 3 0 17 6 3 4 27 69 129 81.1% 3 0 9 4 2 2 13 18 51 32.1%

74 いわき市 6 2 26 13 3 4 29 13 96 6 0 23 10 1 2 17 8 67 69.8% 6 0 20 9 1 0 12 4 52 54.2%

75 宇都宮市 8 1 33 16 6 14 50 23 151 1 0 6 1 0 4 10 3 25 16.6% 0 0 4 0 0 4 8 1 17 11.3%

76 前橋市 7 0 19 8 0 13 26 19 92 3 0 9 3 0 5 11 8 39 42.4% 2 0 4 2 0 2 7 6 23 25.0%

77 高崎市 11 2 26 13 4 15 26 20 117 5 1 14 6 2 8 12 13 61 52.1% 5 1 12 6 2 7 9 10 52 44.4%

78 川越市 6 0 9 2 2 9 24 6 58 2 0 1 0 0 2 2 1 8 13.8% 1 0 0 0 0 1 1 1 4 6.9%

79 越谷市 3 0 14 6 0 5 17 10 55 2 0 6 1 0 4 6 6 25 45.5% 1 0 2 1 0 3 4 5 16 29.1%

80 船橋市 4 0 26 8 5 9 34 15 101 4 0 22 7 5 7 29 11 85 84.2% 3 0 13 3 3 2 17 9 50 49.5%

81 柏市 2 1 28 12 3 11 28 36 121 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

82 八王子市 10 0 44 17 3 11 63 58 206 8 0 32 13 2 6 39 45 145 70.4% 7 0 29 11 2 5 37 34 125 60.7%

83 横須賀市 8 1 30 11 5 5 17 37 1 1 2 6 0 29 153 4 0 14 5 3 1 11 15 0 0 0 1 0 10 64 41.8% 4 0 9 5 2 0 9 8 0 0 0 1 0 8 46 30.1%

84 富山市 11 2 35 24 3 17 65 25 182 7 1 11 9 1 7 12 4 52 28.6% 1 0 2 1 0 1 5 2 12 6.6%

85 金沢市 8 3 31 22 8 21 55 76 2 4 3 22 1 35 291 8 3 31 22 8 21 55 76 2 4 3 22 1 35 291 100.0% 5 1 6 6 1 4 13 21 1 0 0 0 0 3 61 21.0%

86 長野市 6 1 24 21 6 19 48 17 142 1 0 7 2 1 5 13 4 33 23.2% 1 0 3 2 1 4 9 2 22 15.5%

87 岐阜市 5 1 17 16 3 12 61 16 131 4 1 4 9 1 5 30 7 61 46.6% 3 0 0 5 1 4 17 6 36 27.5%

88 豊田市 4 0 18 7 0 7 20 13 69 3 0 12 5 0 5 12 7 44 63.8% 3 0 10 3 0 1 6 3 26 37.7%

89 豊橋市 5 1 27 10 1 14 38 28 124 4 0 12 6 0 2 6 4 34 27.4% 3 0 9 3 0 2 5 2 24 19.4%

90 岡崎市 5 1 22 11 2 9 41 10 101 5 1 17 9 1 7 23 6 69 68.3% 4 1 10 8 1 6 18 5 53 52.5%

91 大津市 1 0 20 3 6 10 31 17 88 0 0 3 2 2 2 9 8 26 29.5% 0 0 1 0 1 2 3 1 8 9.1%

92 高槻市 3 0 24 11 3 6 18 14 79 1 0 10 5 1 3 14 8 42 53.2% 1 0 8 4 1 3 7 3 27 34.2%

93 東大阪市 2 0 43 27 9 18 73 22 194 0 0 26 14 4 3 33 9 89 45.9% 0 0 14 9 2 1 17 3 46 23.7%

94 豊中市 1 1 34 7 2 7 24 15 91 1 1 13 6 2 5 11 4 43 47.3% 0 1 6 1 0 1 6 3 18 19.8%

95 枚方市 3 1 28 16 1 7 32 17 105 0 0 18 6 1 2 13 12 52 49.5% 0 0 5 3 0 2 6 4 20 19.0%

96 姫路市 9 0 37 8 2 10 72 19 157 3 0 11 0 0 6 22 7 49 31.2% 3 0 6 0 0 6 11 5 31 19.7%

97 西宮市 11 1 21 11 8 7 51 12 122 6 0 4 1 3 3 11 2 30 24.6% 6 0 3 1 1 3 8 1 23 18.9%

98 尼崎市 1 0 28 18 5 15 48 18 133 0 0 6 4 1 5 14 2 32 24.1% 0 0 3 1 1 5 12 0 22 16.5%

99 奈良市 9 4 47 29 5 11 39 24 168 2 2 7 4 1 1 8 1 26 15.5% 1 2 4 3 1 1 6 1 19 11.3%

100 和歌山市 7 1 20 17 7 11 62 14 139 7 1 20 17 7 11 36 8 107 77.0% 5 1 16 15 4 7 17 7 72 51.8%

101 倉敷市 7 0 30 14 3 6 78 9 147 4 0 15 9 3 6 53 3 93 63.3% 2 0 8 4 2 3 35 1 55 37.4%

102 福山市 7 1 38 18 2 16 75 74 231 7 1 26 14 1 8 43 52 152 65.8% 3 0 10 5 0 4 21 40 83 35.9%

103 呉市 3 1 17 16 4 11 34 9 95 2 0 11 9 2 5 17 6 52 54.7% 1 0 8 7 2 2 10 6 36 37.9%

104 下関市 6 0 15 15 3 8 29 14 90 6 0 14 13 3 8 27 12 83 92.2% 3 0 9 8 1 4 13 5 43 47.8%

105 高松市 7 1 37 39 4 6 58 14 166 7 1 36 38 4 6 52 14 158 95.2% 3 0 22 25 2 2 33 9 96 57.8%

106 松山市 14 0 47 22 4 16 103 121 327 14 0 47 22 4 16 103 121 327 100.0% 14 0 47 22 4 16 103 121 327 100.0%

107 高知市 4 1 14 10 3 8 48 22 110 4 1 9 9 2 7 40 19 91 82.7% 3 1 6 8 2 5 22 13 60 54.5%

108 久留米市 12 1 22 19 5 10 53 45 167 9 0 10 7 3 6 23 20 78 46.7% 8 0 8 6 1 3 18 13 57 34.1%

109 長崎市 9 1 25 23 6 20 48 61 193 9 1 23 22 5 15 31 55 161 83.4% 7 1 18 19 4 12 24 48 133 68.9%

110 佐世保市 8 0 27 10 10 15 58 34 162 7 0 17 7 6 9 38 26 110 67.9% 6 0 10 7 4 8 24 20 79 48.8%

111 大分市 5 0 25 31 6 20 75 38 200 4 0 11 6 0 5 29 9 64 32.0% 3 0 6 2 0 2 18 3 34 17.0%

112 宮崎市 7 1 34 15 7 25 57 21 167 5 0 11 6 1 4 12 8 47 28.1% 5 0 10 5 1 2 8 3 34 20.4%

113 鹿児島市 18 1 40 29 15 14 135 34 286 17 1 31 26 11 7 81 19 193 67.5% 15 1 30 23 11 5 69 15 169 59.1%

114 那覇市 2 1 17 7 12 23 67 15 144 1 1 7 4 7 9 29 5 63 43.8% 1 0 5 2 5 8 20 5 46 31.9%

115 八戸市 8 2 20 15 8 15 47 22 137 4 1 11 7 5 5 18 12 63 46.0% 2 1 7 5 2 3 13 6 39 28.5%

319 39 1,273 725 226 559 2,322 1,329 3 5 5 28 1 64 6,898 224 22 721 433 125 276 1,241 813 2 4 3 23 1 45 3,933 57.0% 160 13 462 284 75 167 791 519 1 0 0 1 0 11 2,484 36.0%

全国計 2,606 252 7,968 5,150 1,509 3,567 14,284 9,457 262 212 560 5,177 81 10,256 61,341 1,730 139 4,052 2,663 691 1,727 6,915 4,943 157 123 318 2,276 42 4,714 30,490 49.7% 1,159 83 2,441 1,695 416 1,083 4,247 2,861 105 73 220 1,412 19 3,024 18,838 30.7%

１－①　計画の有無（計画を有しているものの数） １－②　具体的な項目を網羅している施設等の数

都道府県市

管内の施設・事業所数（総数）
非常災害対策計画の策定状況 非常災害対策計画の策定状況

中核市小計



別紙

○非常災害対策計画策定状況、避難訓練状況（平成29年３月時点）
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設

療養介
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護
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練
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放課後
等デイ
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（C）

割合
（（Ｂ＋
C）/A）

1 北海道 162 6 372 229 56 100 517 1,293 10 7 11 240 2 332 3,337 50 0 82 61 3 19 92 245 5 0 5 44 2 55 663 19.9% 12 0 20 12 2 3 12 112 0 0 1 15 0 19 208 26.1%

2 青森県 39 2 74 53 18 26 103 96 9 2 8 24 2 79 535 20 2 40 30 7 5 32 42 5 2 5 12 2 15 219 40.9% 3 0 5 6 2 4 15 11 0 0 1 5 0 14 66 53.3%

3 岩手県 41 4 98 58 10 17 143 111 5 2 3 32 0 87 611 28 4 52 37 5 4 57 34 5 2 2 17 0 23 270 44.2% 4 0 8 6 1 3 23 6 0 0 0 2 0 10 63 54.5%

4 宮城県 22 2 88 67 13 39 129 66 0 1 7 27 0 79 540 9 0 27 22 2 10 41 22 0 0 2 9 0 31 175 32.4% 5 2 14 10 0 5 19 9 0 1 0 3 0 7 75 46.3%

5 秋田県 37 2 37 25 14 13 66 50 6 2 3 14 1 42 312 16 0 12 4 7 1 16 16 5 0 2 3 1 12 95 30.4% 2 0 1 0 0 1 3 0 0 0 0 0 0 1 8 33.0%

6 山形県 31 3 95 58 28 40 169 114 3 2 5 39 1 74 662 10 1 33 23 6 10 50 22 1 1 3 18 1 27 206 31.1% 3 0 6 5 3 1 13 14 1 0 0 1 0 6 53 39.1%

7 福島県 27 1 53 32 2 9 133 80 9 2 7 59 2 91 507 22 0 25 23 1 4 71 33 4 1 4 27 1 34 250 49.3% 0 0 5 0 0 2 12 2 1 0 0 4 0 5 31 55.4%

8 茨城県 80 5 221 137 79 177 334 167 9 5 3 116 0 234 1,567 16 0 31 26 12 40 76 31 0 0 0 20 0 38 290 18.5% 5 1 6 6 2 7 12 9 0 1 0 2 0 6 57 22.1%

9 栃木県 44 3 112 74 24 44 148 96 4 5 2 21 2 131 710 12 1 26 14 2 6 30 13 1 1 0 4 0 14 124 17.5% 2 0 20 19 5 13 30 28 0 0 0 9 0 40 166 40.8%

10 群馬県 35 5 45 46 4 32 77 56 4 5 6 37 0 160 512 16 2 14 1 0 8 16 10 1 2 3 14 0 43 130 25.4% 3 1 4 2 1 2 5 6 1 1 1 3 0 22 52 35.5%

11 埼玉県 82 7 173 108 30 98 321 202 6 7 21 196 0 409 1,660 23 1 19 24 2 14 52 23 0 0 4 18 0 67 247 14.9% 13 0 15 0 2 11 29 11 0 0 0 1 0 24 106 21.3%

12 千葉県 68 3 213 106 38 76 219 213 10 3 26 237 5 402 1,619 34 0 87 44 15 38 101 66 2 0 7 33 3 56 486 30.0% 6 0 27 7 5 6 28 17 0 0 0 13 0 24 133 38.2%

13 東京都 93 14 479 248 101 297 886 628 8 13 27 323 5 729 3,851 22 3 83 39 21 70 165 122 1 2 7 91 0 214 840 21.8% 4 1 10 5 2 8 37 14 0 1 1 10 2 69 164 26.1%

14 神奈川県 42 5 134 83 11 58 215 168 6 5 13 110 0 196 1,046 21 1 61 32 6 24 99 83 3 1 8 57 0 94 490 46.8% 2 0 13 3 1 4 28 6 0 0 1 12 0 22 92 55.6%

15 新潟県 50 3 60 115 30 74 147 72 8 1 4 16 0 43 623 20 0 21 28 13 29 48 21 3 0 2 3 0 6 194 31.1% 4 0 5 11 3 7 14 9 1 0 0 3 0 6 63 41.3%

16 富山県 16 1 47 45 12 14 78 32 2 4 5 22 0 41 319 9 0 17 19 4 3 19 9 2 2 3 9 0 13 109 34.2% 0 0 3 2 2 0 7 2 0 0 0 3 0 6 25 42.0%

17 石川県 18 3 50 2 6 19 91 48 1 1 2 33 0 46 320 15 2 38 2 4 10 57 25 1 1 2 16 0 24 197 61.6% 1 0 2 0 0 0 5 2 0 0 0 3 0 3 16 66.6%

18 福井県 27 2 42 55 13 39 132 113 2 3 6 16 0 49 499 11 0 13 10 2 6 37 39 1 1 3 3 0 12 138 27.7% 0 0 4 2 0 1 6 5 0 0 0 0 0 1 19 31.5%

19 山梨県 29 2 73 37 17 46 109 78 1 1 4 11 1 49 458 4 0 6 5 1 3 13 6 0 0 1 4 0 4 47 10.3% 12 1 22 14 7 12 30 20 1 0 2 3 0 17 141 41.0%

20 長野県 52 7 95 108 27 55 232 140 1 5 9 31 6 111 879 19 1 31 23 4 10 35 53 0 0 1 3 0 12 192 21.8% 2 0 6 4 4 0 9 8 0 0 0 2 0 4 39 26.3%

21 岐阜県 40 0 69 90 8 37 199 63 2 3 6 85 3 169 774 13 0 22 16 1 12 60 20 0 1 1 20 0 39 205 26.5% 7 0 4 6 4 5 15 5 0 0 0 12 1 21 80 36.8%

22 静岡県 53 2 76 84 16 60 215 82 7 2 12 46 0 144 799 13 0 24 10 2 11 77 19 1 0 3 12 0 47 219 27.4% 4 0 6 1 3 7 14 8 1 0 0 5 0 14 63 35.3%

23 愛知県 42 2 191 136 9 73 351 173 7 3 21 243 5 491 1,747 11 2 66 22 3 29 113 55 2 3 4 56 1 39 406 23.2% 2 0 9 2 0 6 29 8 0 0 0 6 0 31 93 28.6%

24 三重県 38 5 122 80 15 33 274 102 4 5 5 59 0 125 867 14 0 41 25 8 15 106 35 0 0 2 27 0 55 328 37.8% 3 0 11 9 0 3 36 15 0 0 0 13 0 30 120 51.7%

25 滋賀県 23 3 90 33 15 29 136 138 2 3 8 21 1 95 597 4 0 15 6 4 10 39 26 0 0 3 7 0 28 142 23.8% 0 0 13 1 3 2 20 11 0 0 0 0 0 17 67 35.0%

26 京都府 30 2 116 89 16 26 138 75 1 3 3 38 2 75 614 5 1 24 17 5 4 32 9 0 1 0 10 1 17 126 20.5% 6 0 21 8 1 4 21 11 0 0 0 7 0 14 93 35.7%

27 大阪府 55 2 293 149 44 95 412 228 7 5 23 324 12 564 2,213 24 0 113 58 22 31 169 70 3 1 8 96 5 172 772 34.9% 9 1 19 13 1 6 33 16 2 2 1 22 1 40 166 42.4%

28 兵庫県 65 7 189 139 21 47 313 101 7 6 14 204 5 354 1,472 15 4 39 30 3 18 72 30 1 5 4 54 1 89 365 24.8% 7 0 21 13 0 3 38 9 0 1 2 23 0 44 161 35.7%

29 奈良県 22 1 130 59 10 24 111 63 4 4 7 94 1 153 683 9 1 48 22 3 10 49 22 1 1 4 30 0 47 247 36.2% 4 0 25 12 3 5 23 9 1 0 1 20 1 29 133 55.6%

30 和歌山県 19 3 62 36 9 17 94 53 2 4 11 57 0 82 449 9 2 33 17 3 7 49 27 0 3 8 34 0 44 236 52.6% 2 0 3 3 0 3 12 7 1 0 0 6 0 9 46 62.8%

31 鳥取県 21 2 35 26 8 18 149 37 2 2 7 23 3 48 381 7 2 14 6 1 5 53 13 1 0 4 5 1 9 121 31.8% 5 0 4 3 1 5 26 3 1 0 0 2 0 8 58 47.0%

32 島根県 29 3 41 66 13 19 115 62 5 2 6 17 0 59 437 16 2 16 25 3 6 33 22 3 2 2 8 0 22 160 36.6% 2 0 5 3 1 1 19 10 0 0 1 2 0 9 53 48.7%

33 岡山県 25 2 62 43 7 8 123 47 1 1 10 77 2 87 495 5 0 16 7 3 4 42 15 0 0 2 22 0 27 143 28.9% 5 0 9 6 2 3 41 10 0 0 1 19 0 23 119 52.9%

34 広島県 38 8 113 90 16 36 140 65 5 7 10 68 2 172 770 12 0 20 19 1 7 56 13 4 0 2 11 0 29 174 22.6% 6 0 7 1 1 1 19 2 0 0 1 5 0 9 52 29.4%

35 山口県 42 3 92 79 12 30 123 59 2 1 6 39 1 93 582 33 0 58 49 11 15 68 31 1 0 5 23 0 32 326 56.0% 2 0 6 4 1 5 17 10 0 0 0 6 0 11 62 66.7%

36 徳島県 24 3 28 40 18 22 74 38 3 1 10 57 0 90 408 20 2 24 35 15 18 59 32 3 1 8 46 0 70 333 81.6% 4 1 4 5 1 4 14 6 0 0 2 11 0 20 72 99.3%

37 香川県 15 1 27 35 2 10 65 71 2 1 3 44 0 68 344 5 0 6 4 0 2 17 4 2 0 2 10 0 10 62 18.0% 2 0 3 0 0 1 6 2 0 0 0 4 0 6 24 25.0%

38 愛媛県 33 4 75 41 11 24 120 53 6 3 5 55 0 96 526 15 1 32 17 2 7 38 11 2 1 1 10 0 22 159 30.2% 4 2 15 6 3 6 26 15 0 2 0 9 0 14 102 49.6%

39 高知県 22 2 19 37 3 8 72 31 3 3 5 16 1 41 263 18 0 14 29 2 8 58 23 3 0 3 10 0 24 192 73.0% 3 1 4 7 0 0 6 6 0 1 2 3 1 11 45 90.1%

40 福岡県 97 7 219 164 54 101 370 231 7 8 21 116 0 254 1,649 16 0 28 15 28 8 38 22 2 0 3 11 0 24 195 11.8% 47 2 79 47 79 38 115 73 2 3 10 27 0 66 588 47.5%

41 佐賀県 22 5 41 56 11 26 140 215 2 2 6 38 0 84 648 7 0 15 5 3 13 59 46 0 1 1 7 0 25 182 28.1% 3 0 1 1 1 2 12 12 1 0 0 3 0 9 45 35.0%

42 長崎県 28 5 86 62 21 33 168 98 3 5 6 94 0 156 765 14 2 10 18 3 8 27 23 1 3 2 15 0 27 153 20.0% 0 0 1 1 0 0 1 12 0 0 0 1 0 3 19 22.5%

43 熊本県 52 7 101 72 34 57 249 108 5 3 9 66 0 115 878 25 2 33 26 7 14 55 38 1 3 2 4 0 15 225 25.6% 8 0 13 9 5 12 34 15 1 0 2 11 0 18 128 40.2%

44 大分県 36 6 64 55 15 29 140 89 5 5 13 32 0 97 586 23 0 34 26 6 11 54 39 2 1 6 14 0 39 255 43.5% 5 2 7 6 2 6 26 14 0 2 2 6 0 23 101 60.8%

45 宮崎県 23 3 43 49 7 27 96 48 5 4 8 34 0 59 406 16 1 29 33 7 16 68 26 5 1 4 23 0 40 269 66.3% 1 0 2 14 0 4 12 8 0 1 2 6 0 10 60 81.0%

46 鹿児島県 59 3 104 76 37 47 233 107 7 2 28 138 0 198 1,039 15 0 11 13 4 7 39 18 2 0 9 26 0 33 177 17.0% 8 0 13 9 5 7 21 14 1 0 2 3 0 6 89 25.6%

47 沖縄県 44 5 121 63 47 79 303 78 4 4 0 163 2 272 1,185 4 0 13 8 6 15 55 10 1 0 0 44 0 59 215 18.1% 5 0 7 7 5 8 33 5 0 0 0 12 0 21 103 26.8%

1,992 176 5,170 3,635 1,012 2,288 9,172 6,338 214 168 435 3,852 67 7,625 42,144 745 40 1,516 1,025 273 625 2,692 1,614 81 44 157 1,040 19 1,878 11,749 27.9% 237 15 508 311 164 237 1,006 607 16 16 36 338 6 822 4,319 38.1%

48 札幌市 30 2 129 70 28 71 384 164 3 3 9 287 0 326 1,506 12 0 30 16 5 26 82 40 0 0 6 87 0 94 398 26.4% 2 0 11 7 1 4 45 9 0 0 2 26 0 34 141 35.8%

49 仙台市 16 2 45 36 24 35 94 49 1 2 2 22 0 96 424 10 0 14 10 11 10 23 14 1 0 2 11 0 23 129 30.4% 2 0 10 2 5 5 10 1 0 0 0 0 0 17 52 42.7%

50 さいたま市 8 0 48 30 7 36 77 24 1 0 5 36 2 85 359 3 0 10 6 1 10 18 3 0 0 1 10 0 26 88 24.5% 3 0 11 7 1 7 18 5 0 0 1 14 0 20 87 48.7%

51 千葉市 13 3 21 26 2 12 30 31 0 3 5 8 2 43 199 2 1 5 8 1 4 6 9 0 1 4 6 2 7 56 28.1% 0 0 0 0 0 1 1 2 0 0 0 0 0 1 5 30.7%

52 横浜市 22 3 186 61 17 53 174 686 5 3 10 69 0 219 1,508 9 0 97 26 5 27 89 346 1 0 0 0 0 0 600 39.8% 0 0 2 0 0 0 3 340 0 0 0 0 0 0 345 62.7%

53 川崎市 6 1 65 18 8 26 55 81 1 1 4 48 4 98 416 1 1 12 1 2 6 13 6 0 1 1 11 2 24 81 19.5% 1 1 15 0 2 5 13 8 0 1 1 5 2 26 80 38.7%

54 相模原市 8 2 51 22 5 16 54 51 1 2 3 30 1 75 321 0 2 14 4 2 8 25 14 0 2 1 9 0 22 103 32.1% 1 0 2 1 0 0 3 1 0 0 0 0 0 0 8 34.6%

55 新潟市 10 1 43 31 6 23 75 25 0 2 2 20 1 37 276 8 1 32 19 5 15 41 17 0 2 2 14 1 24 181 65.6% 0 0 0 0 1 1 2 0 0 0 0 0 1 0 5 67.4%

56 静岡市 7 2 42 19 3 14 81 25 1 3 1 15 0 64 277 4 0 12 6 1 4 30 7 1 0 0 1 0 13 79 28.5% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 28.5%

57 浜松市 16 1 51 42 10 26 76 27 2 1 4 17 0 67 340 8 0 20 21 5 13 41 18 2 0 0 11 0 34 173 50.9% 0 0 6 4 2 4 6 3 1 0 1 1 0 9 37 61.8%

58 名古屋市 16 3 142 78 16 45 227 120 2 2 11 181 0 255 1,098 4 0 31 17 4 14 67 24 1 0 5 56 0 81 304 27.7% 0 0 19 6 1 5 47 8 0 0 0 30 0 47 163 42.5%

59 京都市 19 2 87 40 23 40 168 52 3 3 9 30 0 78 554 0 1 8 1 4 4 25 4 0 1 1 7 0 21 77 13.9% 3 1 12 5 3 7 25 7 0 2 1 2 0 9 77 27.8%

60 大阪市 25 4 216 69 30 113 359 151 6 5 10 260 1 352 1,601 15 0 107 18 7 38 124 55 3 5 4 67 1 125 569 35.5% 0 0 15 0 2 10 31 15 0 0 0 24 0 35 132 43.8%

61 堺市 5 1 58 21 6 21 119 43 0 1 5 67 0 105 452 2 1 25 7 1 5 38 14 0 1 5 62 0 96 257 56.9% 0 0 5 3 0 3 11 2 0 0 5 38 0 56 123 84.1%

62 神戸市 25 1 94 43 16 35 209 55 4 1 8 60 0 159 710 3 0 17 3 1 4 37 6 1 0 2 6 0 16 96 13.5% 0 0 4 3 0 1 8 2 1 0 0 3 0 4 26 17.2%

63 岡山市 15 2 40 29 2 15 120 19 3 2 5 36 0 55 343 11 2 28 18 0 6 53 11 2 2 3 17 0 17 170 49.6% 3 0 7 5 2 8 39 3 1 0 1 15 0 23 107 80.8%

64 広島市 17 1 42 44 6 22 123 27 4 1 5 42 2 155 491 4 0 8 5 3 7 17 3 1 0 3 1 2 18 72 14.7% 0 0 1 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 3 6 15.9%

65 北九州市 11 3 65 34 21 31 136 45 2 2 8 31 0 96 485 7 1 30 20 11 19 52 22 2 1 2 11 0 35 213 43.9% 1 1 11 3 1 1 13 6 0 0 3 5 0 26 71 58.6%

66 福岡市 12 2 61 57 30 66 145 66 3 1 11 6 0 129 589 4 1 25 7 6 27 59 21 1 0 9 4 0 72 236 40.1% 1 0 5 7 3 12 19 13 1 0 2 1 0 29 93 55.9%

67 熊本市 14 1 39 20 11 20 84 49 3 1 3 32 0 73 350 5 1 13 9 3 8 31 15 1 1 1 17 0 33 138 39.4% 0 0 3 1 0 2 13 3 0 0 0 5 0 14 41 51.1%

295 37 1,525 790 271 720 2,790 1,790 45 39 120 1,297 13 2,567 12,299 112 12 538 222 78 255 871 649 17 17 52 408 8 781 4,020 32.7% 17 3 139 54 24 76 309 428 4 3 17 169 3 353 1,599 45.7%

都道府県小計

指定都市小計

避難訓練の実施状況

２－①　訓練実施済みの施設等の数

避難訓練の実施状況

２－②　訓練未実施のうち、平成２９年３月までに訓練実施予定の施設等の数
管内の施設・事業所数（総数）

都道府県市



別紙

○非常災害対策計画策定状況、避難訓練状況（平成29年３月時点）
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合計
（C）

割合
（（Ｂ＋
C）/A）

68 旭川市 11 2 27 23 3 12 70 37 185 10 2 23 18 3 11 62 29 158 85.4% 1 0 3 5 0 1 8 4 22 97.3%

69 函館市 6 0 16 11 7 7 27 19 93 5 0 9 6 0 0 10 6 36 38.7% 0 0 1 1 2 3 6 6 19 59.1%

70 青森市 13 1 30 12 3 7 55 22 143 4 0 8 4 0 2 16 7 41 28.7% 0 0 0 0 1 0 3 3 7 33.6%

71 盛岡市 5 0 22 9 3 13 42 25 119 5 0 15 7 2 9 27 11 76 63.9% 0 0 3 1 0 3 6 3 16 77.3%

72 秋田市 8 1 20 15 9 5 34 19 111 4 1 10 9 4 0 7 7 42 37.8% 0 0 2 2 0 0 2 0 6 43.2%

73 郡山市 3 0 19 8 7 5 37 80 159 2 0 5 2 0 0 5 17 31 19.5% 0 0 2 0 0 1 8 2 13 27.7%

74 いわき市 6 2 26 13 3 4 29 13 96 5 1 11 8 0 1 12 5 43 44.8% 0 0 3 2 1 1 5 0 12 57.3%

75 宇都宮市 8 1 33 16 6 14 50 23 151 2 0 7 2 1 4 9 3 28 18.5% 1 0 3 1 0 2 3 0 10 25.2%

76 前橋市 7 0 19 8 0 13 26 19 92 1 0 3 1 0 6 9 6 26 28.3% 2 0 6 3 0 5 6 5 27 57.6%

77 高崎市 11 2 26 13 4 15 26 20 117 1 2 4 3 1 8 8 7 34 29.1% 0 0 2 0 1 2 3 5 13 40.2%

78 川越市 6 0 9 2 2 9 24 6 58 0 0 1 0 0 0 2 1 4 6.9% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6.9%

79 越谷市 3 0 14 6 0 5 17 10 55 1 0 4 1 0 1 4 3 14 25.5% 0 0 4 0 0 2 5 1 12 47.3%

80 船橋市 4 0 26 8 5 9 34 15 101 1 0 3 1 2 1 2 0 10 9.9% 0 0 0 0 0 0 1 3 4 13.9%

81 柏市 2 1 28 12 3 11 28 36 121 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

82 八王子市 10 0 44 17 3 11 63 58 206 3 0 26 5 1 2 24 19 80 38.8% 1 0 6 2 1 2 12 11 35 55.8%

83 横須賀市 8 1 30 11 5 5 17 37 1 1 2 6 0 29 153 4 0 12 4 2 2 6 7 0 0 0 2 0 9 48 31.4% 0 0 5 0 1 1 3 3 0 0 0 3 0 6 22 45.8%

84 富山市 11 2 35 24 3 17 65 25 182 7 1 13 9 0 1 5 3 39 21.4% 1 0 0 0 0 3 2 3 9 26.4%

85 金沢市 8 3 31 22 8 21 55 76 2 4 3 22 1 35 291 0 1 3 3 0 0 8 14 0 0 0 1 0 4 34 11.7% 1 0 1 0 0 3 9 4 1 0 0 0 0 1 20 18.6%

86 長野市 6 1 24 21 6 19 48 17 142 1 0 9 6 3 3 13 3 38 26.8% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 26.8%

87 岐阜市 5 1 17 16 3 12 61 16 131 0 1 1 3 0 2 11 3 21 16.0% 2 0 0 3 0 2 8 1 16 28.2%

88 豊田市 4 0 18 7 0 7 20 13 69 2 0 10 5 0 5 10 7 39 56.5% 1 0 6 1 0 2 7 1 18 82.6%

89 豊橋市 5 1 27 10 1 14 38 28 124 1 0 9 2 0 2 9 8 31 25.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 25.0%

90 岡崎市 5 1 22 11 2 9 41 10 101 2 1 9 6 1 4 22 6 51 50.5% 0 0 1 0 0 1 2 0 4 54.5%

91 大津市 1 0 20 3 6 10 31 17 88 0 0 2 0 2 2 6 1 13 14.8% 0 0 0 1 1 0 1 1 4 19.3%

92 高槻市 3 0 24 11 3 6 18 14 79 2 0 4 2 1 2 4 5 20 25.3% 0 0 7 2 0 1 8 1 19 49.4%

93 東大阪市 2 0 43 27 9 18 73 22 194 0 0 16 9 1 3 23 9 61 31.4% 0 0 5 4 0 0 5 3 17 40.2%

94 豊中市 1 1 34 7 2 7 24 15 91 0 1 8 2 0 2 6 3 22 24.2% 0 0 5 1 0 0 3 1 10 35.2%

95 枚方市 3 1 28 16 1 7 32 17 105 0 0 8 1 0 1 9 5 24 22.9% 0 0 1 1 0 1 5 0 8 30.5%

96 姫路市 9 0 37 8 2 10 72 19 157 1 0 8 0 0 5 14 3 31 19.7% 1 0 4 0 0 1 7 3 16 29.9%

97 西宮市 11 1 21 11 8 7 51 12 122 4 0 2 2 2 3 9 2 24 19.7% 1 0 0 1 0 2 5 0 9 27.0%

98 尼崎市 1 0 28 18 5 15 48 18 133 0 0 8 4 1 6 17 2 38 28.6% 0 0 1 0 0 0 7 0 8 34.6%

99 奈良市 9 4 47 29 5 11 39 24 168 0 2 6 3 3 2 3 1 20 11.9% 2 0 3 4 0 1 4 1 15 20.8%

100 和歌山市 7 1 20 17 7 11 62 14 139 3 1 13 9 2 7 30 4 69 49.6% 3 1 6 3 1 2 10 3 29 70.5%

101 倉敷市 7 0 30 14 3 6 78 9 147 2 0 2 4 2 2 30 2 44 29.9% 2 0 12 2 1 2 20 3 42 58.5%

102 福山市 7 1 38 18 2 16 75 74 231 3 0 10 6 0 5 36 38 98 42.4% 2 0 5 2 0 0 5 0 14 48.5%

103 呉市 3 1 17 16 4 11 34 9 95 0 0 6 4 2 4 12 4 32 33.7% 1 0 3 4 0 1 9 2 20 54.7%

104 下関市 6 0 15 15 3 8 29 14 90 4 0 12 10 2 4 14 7 53 58.9% 0 0 0 0 0 1 3 4 8 67.8%

105 高松市 7 1 37 39 4 6 58 14 166 2 0 15 11 1 2 23 7 61 36.7% 1 0 3 9 0 0 4 2 19 48.2%

106 松山市 14 0 47 22 4 16 103 121 327 10 0 28 14 2 10 64 74 202 61.8% 4 0 19 8 2 6 39 47 125 100.0%

107 高知市 4 1 14 10 3 8 48 22 110 3 0 9 7 2 7 35 15 78 70.9% 1 0 2 2 1 1 12 6 25 93.6%

108 久留米市 12 1 22 19 5 10 53 45 167 3 0 2 3 1 4 8 12 33 19.8% 2 0 3 1 0 0 4 4 14 28.1%

109 長崎市 9 1 25 23 6 20 48 61 193 2 0 8 10 0 6 14 25 65 33.7% 1 0 3 3 0 4 10 4 25 46.6%

110 佐世保市 8 0 27 10 10 15 58 34 162 4 0 10 4 3 4 15 7 47 29.0% 0 0 1 0 0 4 9 5 19 40.7%

111 大分市 5 0 25 31 6 20 75 38 200 1 0 4 3 2 3 18 4 35 17.5% 1 0 1 3 1 3 12 4 25 30.0%

112 宮崎市 7 1 34 15 7 25 57 21 167 2 0 9 4 0 5 9 6 35 21.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 21.0%

113 鹿児島市 18 1 40 29 15 14 135 34 286 13 1 21 16 7 2 39 11 110 38.5% 1 0 1 1 2 2 20 1 28 48.3%

114 那覇市 2 1 17 7 12 23 67 15 144 0 0 3 1 6 7 24 6 47 32.6% 0 0 3 0 0 4 11 0 18 45.1%

115 八戸市 8 2 20 15 8 15 47 22 137 2 1 2 4 1 2 7 1 20 14.6% 1 0 8 2 2 4 15 4 36 40.9%

319 39 1,273 725 226 559 2,322 1,329 3 5 5 28 1 64 6,898 122 16 411 238 63 164 750 426 0 0 0 3 0 13 2,206 32.0% 34 1 144 75 18 74 327 154 1 0 0 3 0 7 838 44.1%

全国計 2,606 252 7,968 5,150 1,509 3,567 14,284 9,457 262 212 560 5,177 81 10,256 61,341 979 68 2,465 1,485 414 1,044 4,313 2,689 98 61 209 1,451 27 2,672 17,975 29.3% 288 19 791 440 206 387 1,642 1,189 21 19 53 510 9 1,182 6,756 40.3%

管内の施設・事業所数（総数）
避難訓練の実施状況 避難訓練の実施状況

２－①　訓練実施済みの施設等の数 ２－②　訓練未実施のうち、平成２９年３月までに訓練実施予定の施設等の数

中核市小計

都道府県市

















 事 務 連 絡 

                                                           平成 30 年 10 月 19 日 

 

    都道府県 

各  指定都市  民生主管部（局）  御中 

     中 核 市 

 

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭 局 子 育 て 支 援 課 

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 福 祉 基 盤 課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 総 務 課 

 

                  

社会福祉施設等における災害時に備えたライフライン等の点検について 

 

 

 日頃より、社会福祉施設等における被災状況の報告や各種調査にご協力を賜り、厚く御

礼申し上げます。 

 さて、昨今の平成 30 年７月豪雨、平成 30 年台風 21・24 号、平成 30 年北海道胆振東部

地震等の災害においては、大規模な停電や断水、食料不足等が発生し、社会福祉施設等に

おけるライフライン等の確保について、改めて課題が顕在化しました。 

 社会福祉施設等においては、高齢者、障害児者等の日常生活上の支援が必要な者が多数

利用していることから、ライフライン等が長期間寸断され、サービス提供の維持が困難と

なった場合、利用者の生命・身体に著しい影響を及ぼすおそれがあります。このため、平

時の段階から、災害時にあってもサービス提供が維持できるよう、社会福祉施設等の事業

継続に必要な対策を講じることが重要です。 

各都道府県、市区町村におかれては、これまでも非常災害計画の策定や避難訓練の実施

等、社会福祉施設等の災害対策に万全を期するよう指導を行っていただいているところで

すが、今般の被害状況を踏まえ、別添１の社会福祉施設等について、今一度点検すべき事

項（例）を別添２のとおり取りまとめましたので、貴管内の社会福祉施設等において、ラ

イフライン等が寸断された場合の対策状況を確認するとともに、その結果を踏まえ、速や

かに飲料水、食料等の備蓄、BCP（事業継続計画）の策定推進など必要な対策を行うようご

助言をお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 



 （別添１） 

 

点検対象施設 

 

 

１．高齢者関係施設 

（１）老人短期入所施設 

（２）養護老人ホーム 

（３）特別養護老人ホーム 

（４）軽費老人ホーム 

（５）認知症対応型共同生活介護事業所（認知症高齢者グループホーム） 

（６）生活支援ハウス 

（７）介護老人保健施設 

（８）介護医療院 

（９）小規模多機能型居宅介護事業所 

（10）看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（11）有料老人ホーム 

（12）サービス付高齢者向け住宅 

 

２．障害児者関係施設 

 （１）障害者支援施設 

 （２）福祉型障害児入所施設 

（３）医療型障害児入所施設 

（４）共同生活援助事業所（グループホーム） 

 （５）短期入所事業所 

 （６）療養介護事業所 

 （７）宿泊型自立訓練事業所 

 

３．児童関係施設 

（１）助産施設 

（２）乳児院 

（３）母子生活支援施設 

（４）児童養護施設 

（５）児童心理治療施設 

（６）児童自立支援施設 

（７）児童自立生活援助事業所 

（８）小規模住居型児童養育事業所 

（９）婦人保護施設 

（10）婦人相談所一時保護施設 

（11）児童相談所一時保護施設 

（12）保育所・認定こども園 



 （13）小規模保育事業所 

（14）事業所内保育事業所（ただし、児童福祉法第３４条の１５第２項に基づき認可を

受けたものに限る） 

（15）放課後児童健全育成事業実施施設（児童福祉法第６条の３第２項に規定する放課

後児童健全育成事業を実施するための施設） 

 

４．その他施設 

（１）救護施設 

（２）更生施設 

（３）宿所提供施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 （別添２） 

 

社会福祉施設等における点検項目（例） 

 

１．停電に備えた点検 

 

＜非常用自家発電機関係＞ 

① 非常用自家発電機が有る場合 

・燃料の備蓄と緊急時の燃料確保策（24 時間営業のガソリンスタンド等の確認、非

常用自家発電機の燃料供給に係る納入業者等との優先供給協定など）を講じてい

るか。 

・定期的な検査とともに、緊急時に問題なく使用できるよう性能の把握及び訓練を

しているか。 

② 非常用自家発電機が無い場合 

 ・医療的配慮が必要な入所者（人工呼吸器・酸素療法・喀痰吸引等）の有無、協力

病院等との連携状況などを踏まえ、非常用自家発電機の要否を検討しているか。 

・医療的配慮が必要な入所者がいる場合、非常用自家発電機の導入（難しければ、

レンタル等の代替措置）を検討しているか。 

 

＜電灯（照明）関係＞ 

・照明を確保するための十分な数の懐中電灯やランタン等の備蓄をしているか。 

 

＜防寒関係＞ 

・石油（灯油）ストーブ等の代替暖房器具とその燃料を準備するとともに、毛布、携帯

用カイロ、防寒具などの備蓄をしているか。 

 

＜介護機器・器具関係＞ 

・医療機器等の予備バッテリー又は充電式や手動式の喀痰吸引器等の代替器具を準備し

ているか。 

・人工透析患者に係る緊急時の対応、ニーズ、必要物資等を把握し、自治体の透析担当

者や各透析施設等との連携体制が確保されているか。 

 

 

２．断水に備えた点検 

 

＜生活用水関係＞ 

・近隣の給水場を確認し、大容量のポリタンク等の給水容器の準備をしているか。 

・災害時協力井戸の確保（酒造会社等）をしているか。 

・衛生面を考慮しつつ、地下水（井戸水）の利用の検討をしているか。 

（注）節水のため、食器を汚さないように使用するラップや紙皿などを備蓄しておく

こと。 



 （注）入浴は、緊急時には、ウェットティッシュによる清拭などによる代替手段を検

討すること。 

 

＜飲料水関係＞ 

・飲料水の備蓄をしているか。 

（注）災害時には、近隣からの避難者等の受入れにより、これらの者に対しても飲料

水の提供が必要な場合があるため、利用者・職員分だけではなく、十分な数を

備蓄しておくこと。 

 

＜汚水・下水関係＞ 

 ・携帯トイレや簡易トイレ、オムツ等の備蓄をしているか。 

 

 

３．ガスが止まった場合に備えた点検 

 

・カセットコンロ及びカセットガス等の備蓄をしているか。 

（注）比較的簡単に備蓄できるが、火力が弱く、大量の食事を一度に調理することは

難しいため、多めに備蓄しておくことが望ましい。 

・プロパンガスの導入又は備蓄（難しければ、ガス業者等からのレンタルの可否の確認）

をしているか。 

・調理が不要な食料（ゼリータイプの高カロリー食等）を備蓄しているか。 

 

 

４．通信が止まった場合に備えた点検 

 

・通信手段のバッテリー（携帯電話充電器、乾電池等）を確保しているか。 

・複数の通信手段（携帯電話メール、公衆電話、災害用トランシーバー、衛星電話等）

を確保しているか。 

（注）緊急時に想定している通信手段の使用方法等を予め確認しておくこと。 

 

 

５．物資の備蓄状況の点検 

 

 ・食料、飲料水、生活必需品、医薬品、衛生用品、情報機器、防寒具、非常用具、冷暖

房設備・空調設備稼働用の燃料について、季節ごとに１日の必要量を把握しているか。 

・食料などについて、上記を踏まえた備蓄量となっているか（飲料水等は再掲）。 

（注）消費期限があるものは、定期的な買換えが必要となることに留意すること。 

（注）利用者だけではなく、職員分及び避難者分なども含め十分な物資を備蓄してお

くこと。 

（注）備蓄物資については、津波や浸水等の水害や土砂災害等に備え、保管場所にも

留意すること。 



 ６．その他留意事項 

 

・点検は、南海トラフ地震の想定地域等特段の対応が求められる場合を除き、最低限３

日間以上は業務が継続できるようにするとの視点に立って行うこと。 

・上記の点検項目は、最低限ライフライン等を維持・確保するための例であり、各社会

福祉施設等において点検を行うに当たっては、実際に災害が発生した際に利用者の安

全確保ができる実効性のあるものとなるよう、当該施設等の状況や地域の実情を踏ま

えた内容とすること。 

・上記の点検項目以外にも、災害対策においては、利用者の避難方法や緊急時の職員間

の連絡体制の構築、平時における避難訓練の実施、消防等関係機関や地域住民との連

携体制の確保等が重要であることから、これらにも留意する必要があること。 

・上記の点検項目を含め、災害時における事業継続の方法については、BCP（事業継続計

画）として予め文書で整理し、役職員間で共有しておくとともに、平時の段階から、

当該 BCP を踏まえた訓練や物資の点検等の具体的な活動を実践していくことが望まし

いこと。 

・災害対策については、単独の法人や社会福祉施設等での対応には限界があることから、

「災害時の福祉支援体制の整備について」（平成 30 年５月 31 日付け社援発 0531 第１

号）を踏まえ、平時の段階から、都道府県が中心となって構築している「災害福祉支

援ネットワーク」へ積極的に参画し、地域全体の防災体制の底上げに協力を図ること。 

 

 


